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過疎地域持続的発展方針の策定に当たって 

 

１ 策定の趣旨 

  平成 12 年４月に施行された過疎地域自立促進特別措置法（以下「旧過疎法」という。）

が令和２年度末をもって失効となったことから、新たに、過疎地域における持続可能な地

域社会の形成及び地域資源等を活用した地域活力の更なる向上の実現を理念とする過疎地

域の持続的発展の支援に関する特別措置法（以下「過疎法」という。）が、令和３年３月に

議員立法により可決・成立し、同年４月に施行されました。 

  長野県過疎地域持続的発展方針は、過疎法第７条の規定により定めるもので、県が行う

過疎地域持続的発展のための対策の大綱であるとともに、市町村が過疎地域持続的発展計

画を策定する際の指針となるものです。 

 

２ 対象地域 

  過疎地域とは「人口の著しい減少等に伴って地域社会における活力が低下し、生産機能

及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある地域」（過疎法第１条）と定義され、

本県では、６市、10町、20村の計 36市町村が公示（過疎法第２条）されています。 

また、旧過疎法において過疎地域として公示されていた市町村で、過疎法における過疎

地域に該当しないこととなった３市、１村の計４市村が「特定市町村」（過疎法附則第５条、

第７条）として公示されています。 

以上の 40市町村を、本方針における対象地域とします。 

 

  過疎地域の要件は、以下のとおり定められています。 

（１）全部過疎（人口要件（長期①、長期②、中期のいずれか）、かつ、財政力要件を満たす） 

種類 指標 
基本的な要件（第２条） 

基準年の見直しに伴う 

激変緩和措置（第 41条）※ 

期間 基準値 期間 基準値 

人口要件 

（長期①） 

人口減少率 

（長期） 

S50→H27 

(40年間) 
28%以上 

S35→H27 

（55年間） 
40%以上 

人口要件 

（長期②） 

高齢者比率 H27 35%以上 H27 35%以上 

若年者比率 H27 11%以下 H27 11%以下 

人口減少率 

（長期） 

S50→H27 

(40年間) 
23%以上 

S35→H27 

（55年間） 
30%以上 

人口要件 

（中期） 

人口減少率 

（中期） 

H2→H27 

(25年間) 
21%以上  

財政力要件 財政力指数 H29～R元 0.51以下 H29～R元 0.51以下 

※基準年の見直しに伴う激変緩和措置は、旧過疎法の過疎地域に限り適用 
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（２）平成 11年４月以降の市町村合併に係る一部過疎、みなし過疎 

種類 単位 要件 

一部過疎 

（第３条） 

合併前の 

旧市町村 

• 旧市町村単位で上記（１）の人口要件のいずれかを満たす 

• 現在の市町村が財政力要件（財政力指数が全市平均（0.64）以

下）を満たす 

みなし過疎 

（第 42条） 

合併後の 

新市町村 

• 旧法で全部過疎又はみなし過疎である市町村について、下記の

いずれも満たす（主務省令で規定） 

【規模要件】一部過疎区域の人口が 1/3以上又は面積が 1/2以上 

【人口要件】市町村の人口が長期（40年間、55年間）、 

中期（25 年間）いずれも減少 

【財政力要件】市町村の財政力指数が 0.51以下 

 

 

３ 対象期間 

  令和３年度から令和７年度までの５年間 

 

４ 広域的な経済社会生活圏の整備の計画等との関連 

日常生活圏域が広域化する中で、様々な面で市町村域を超えた広域連携による取組が行

われており、過疎対策の効率的かつ円滑な実施においても、近隣都市を含む周辺市町村や

広域連合等との連携など、広域的な視点が求められています。 

このため、過疎地域持続的発展方針等の策定に当たっては、長野県総合５か年計画をは

じめ、関連施策の広域的な整備計画や県内の各広域連合が策定した広域計画等における過

疎地域の位置付けや機能分担との整合性を保つよう調整するとともに、それぞれの計画に

基づく諸施策を有機的に展開するものとします。 

 

※本指針における用語について 

・「過疎地域」･･･過疎法に規定する以下の区域を指す。 

 ①過疎法第２条第１項に規定する市町村の区域 

 ②過疎法第３条に規定する合併前の旧市町村の区域 

  ③過疎法第 42条の規定により過疎地域とみなされる市町村の区域 

・「過疎地域等」･･･過疎地域に以下の区域を加えた地域を指す。 

  ④過疎法附則第５条から第８条までに規定する、旧過疎法において過疎地域であった 

区域 

・「過疎市町村」･･･上記の①、②又は③の区域を有する市町村 

・「一部過疎市町村」･･･上記②の区域を有する市町村 

・「特定市町村」･･･上記④の区域を有する市町村 

・「過疎市町村等」･･･過疎市町村及び特定市町村 
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第１ 基本的な事項 
 

１ 過疎地域等の現状と課題 

（１）概 況 

  ア 団体数  

 本県は日本列島のほぼ中央部に位置し、東西約 120㎞、南北約 200㎞に及び、面積

は 13,562ｋ㎡、市町村数は 19市、23町、35村の 77市町村となっています。 

 過疎法に基づいて公示された過疎市町村は６市、10町、20村の計 36市町村、特定

市町村は３市、１村の計４市村です。過疎市町村が全市町村数に占める割合は

46.8％（過疎市町村等：51.9％）となっています。 

  イ 分 布  

 諏訪地域を除く地域に広く分布しており、特に、南信州地域、木曽地域、北信地域

及び長野地域北西部から松本地域北部にかけての山間地域に、多くの過疎地域が位

置しています。 

  ウ 人口及び面積（表１） 

 過疎地域の人口は約 18万３千人（過疎地域等：約 20万５千人）で、本県の総人口

約 209万８千人に占める割合は 8.7％（過疎地域等：9.8％）です。 

 過疎地域の面積は 6,004.2ｋ㎡（過疎地域等：7,215.1ｋ㎡）で、本県の総面積に占

める割合は 44.3％（過疎地域等：53.2％）となっています。 

 人口密度（１ｋ㎡当たり）は県平均の 154.8 人に対し 30.5 人（過疎地域等：28.5

人）と著しく低くなっています。 

 （表１）過疎地域の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人口の動向 

  ア 人口の推移（表２） 

 本県の総人口に占める過疎地域人口の割合をみると、昭和 35年には 17.8％（過疎

地域等：20.7％）でしたが、昭和 50年には 13.7％（過疎地域等：15.9％）、旧過疎

法が施行された平成 12年には 10.4％（過疎地域等：11.9％）、平成 27年には 8.7％

（過疎地域等：9.8％）と、過疎地域の人口割合は年々低下しています。 

人  口 面  積 人口密度

市 町 村 （人） （k㎡） （人/k㎡）

40 9 10 21 205,828 7,215.1 28.5

 過疎地域(a) 36 6 10 20 183,169 6,004.2 30.5

 特定市町村(b) 4 3 0 1 22,659 1,210.9 18.7

77 19 23 35 2,098,804 13,561.6 154.8

46.8% 31.6% 43.5% 57.1% 8.7% 44.3% －

51.9% 47.4% 43.5% 60.0% 9.8% 53.2% －

注）１　過疎地域の人口及び面積は、法２条指定の29市町村と同３条指定の一部過疎地域である旧10町村の数値。

注）２　特定市町村の人口、面積は旧過疎法において過疎地域であった区域の数値。

注）３　人口・面積はＨ27国勢調査の結果による。

項　　目
市町村数(R3.4.1)

過疎地域等(A)＝(a)+(b)

全市町村　(B)

過疎地域割合

(a)/(B)

過疎地域等割合

(A)/(B)
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（表２）人口増減率等の推移 

（単位：人、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

・国勢調査の結果による。 

・表中の「過疎地域」は、平成 27年４月１日時点の 36団体の数値。 

・表中の（ ）内は、同日時点の過疎地域等 40団体の数値。 

 

昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年

351,537 319,223 289,523 276,650 266,964

(410,386) (373,248) (335,832) (320,087) (308,243)

-32,314 -29,700 -12,873 -9,686

(-37,138) (-37,416) (-15,745) (-11,844)

-9.2 -9.3 -4.4 -3.5

(-9.0) (-10.0) (-4.7) (-3.7)

1,978,736 1,955,274 1,954,603 2,015,360 2,081,786

前回との差 －　 -23,462 -671 60,757 66,426

増減率 －　 -1.2 0.0 3.1 3.3

17.8 16.3 14.8 13.7 12.8

(20.7) (19.1) (17.2) (15.9) (14.8)

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

259,373 248,716 240,354 230,806 217,382

(298,297) (285,108) (274,977) (263,704) (246,527)

-7,591 -10,657 -8,362 -9,548 -13,424

(-9,946) (-13,189) (-10,131) (-11,273) (-17,177)

-2.8 -4.1 -3.4 -4.0 -5.8

(-3.2) (-4.4) (-3.6) (-4.1) (-6.5)

2,134,777 2,154,465 2,191,857 2,213,128 2,196,114

前回との差 52,991 19,688 37,392 21,271 -17,014

増減率 2.5 0.9 1.7 1.0 -0.8

12.1 11.5 11.0 10.4 9.9

(14.0) (13.2) (12.5) (11.9) (11.2)

平成22年 平成27年

200,177 183,169

(226,267) (205,828)

-17,205 -17,008

(-20,260) (-20,439)

-7.9 -8.5

(-8.2) (-9.0)

2,152,449 2,098,804

前回との差 -43,665 -53,645

増減率 -2.0 -2.5

9.3 8.7

(10.5) (9.8)

－　

－　

過疎地域割合　　(A)/(B)

過疎地域　　(A)

前回との差

増減率

区　　分

全市町村　　(B)

過疎地域　　(A)

前回との差

増減率

過疎地域割合　　(A)/(B)

区　　分

全市町村　　(B)

過疎地域割合　　(A)/(B)

区　　分

全市町村　　(B)

過疎地域　　(A)

前回との差

増減率
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イ 人口増減率の推移（図１） 

 昭和 35 年から平成 27 年までの 55 年間における過疎地域の人口推移を国勢調査人

口により５年ごとにみると、昭和 35 年から昭和 40 年には-9.2％（過疎地域等：-

9.0％）、昭和 40 年から昭和 45 年には-9.3％（過疎地域等：-10.0％）と減少しま

した。 

 その後、人口減少率は緩和したものの、平成 17 年から県全体が減少に転じるとと

もに、過疎地域についても平成 17 年から平成 22 年には-7.9％（過疎地域等：-

8.2％）、平成 22年から平成 27年には-8.5％（過疎地域等：-9.0％）と減少が拡大

傾向にあります。 

 

  （図１）過疎地域の人口増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・国勢調査の結果による 

 

 

ウ 人口増減率別市町村の推移（表３） 

 過疎地域の人口動向をみると、人口が減少した過疎市町村のうち、５年間で 10％以

上減少した団体数は、昭和 40年から昭和 45年には 19団体（過疎市町村等：20団

体）ありましたが、その後減少し、昭和 60 年から平成２年には１団体（過疎市町

村等：１団体）となりました。 

 しかし、平成 17年から平成 22年には８団体（過疎市町村等：８団体）、平成 22年

から平成 27年には 11団体（過疎市町村等：12団体）と再び増加しています。 

 また、平成 22 年から平成 27 年の人口増減率の分布をみると、過疎市町村のうち

５％以上の人口が減少した団体は、全体の９割近くに当たる 31 団体（過疎市町村

等：32団体）となっています。 
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-8.5

-12.0

-10.0

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

全市町村 過疎地域等 過疎地域

％ 

年 
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  （表３）人口増減率別の過疎市町村数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・国勢調査の結果による。 

  ・表中の各数値は、平成 27年４月１日時点の過疎市町村 36団体の数値。 

・表中の（ ）内は、同日時点の過疎市町村等 40団体の数値。 

 

エ 年齢階層別人口の構成（表４） 

 過疎地域における昭和 35 年から平成 27 年までの年齢階層別人口の推移をみると、

０歳～14歳の年少者階層は、約 11万２千人（過疎地域等：約 13万１千人）から約

１万９千人（過疎地域等：約２万１千人）と 83.0％（過疎地域等：84.2％）減少し、

全体に占める割合も、31.8％（過疎地域等：31.8％）から 10.4％（過疎地域等：

10.0％）に減少しています。 

 また、15歳～29歳の若年者階層も、約７万５千人（過疎地域等：約８万６千人）か

ら約１万９千人（過疎地域等：約２万１千人）と 74.8％（過疎地域等：75.8％）減

少しており、全市町村の減少率 44.1％と比べても、減少率は大きくなっています。 

 65歳以上の高齢者階層については、約２万６千人（過疎地域等：約３万１千人）か

ら、約７万人（過疎地域等：約８万人）と 174.5％（過疎地域等：161.1％）増加し

ており、全体に占める割合も、7.3％（過疎地域等：7.5％）から 38.2％（過疎地域

等：39.0％）と上昇しています。 

 

構成比 構成比 構成比 構成比

3 8.3% 6 16.7% 9 25.0% 18 50.0%

(6) (15.0%) (6) (15.0%) (10) (25.0%) (18) (45.0%)

1 2.8% 7 19.4% 9 25.0% 19 52.8%

(4) (10.0%) (7) (17.5%) (9) (22.5%) (20) (50.0%)

6 16.7% 12 33.3% 9 25.0% 9 25.0%

(9) (22.5%) (12) (30.0%) (9) (22.5%) (10) (25.0%)

6 16.7% 17 47.2% 8 22.2% 5 13.9%

(9) (22.5%) (17) (42.5%) (8) (20.0%) (6) (15.0%)

8 22.2% 19 52.8% 7 19.4% 2 5.6%

(11) (27.5%) (19) (47.5%) (8) (20.0%) (2) (5.0%)

5 13.9% 19 52.8% 11 30.6% 1 2.8%

(8) (20.0%) (19) (47.5%) (12) (30.0%) (1) (2.5%)

7 19.4% 21 58.3% 6 16.7% 2 5.6%

(10) (25.0%) (22) (55.0%) (6) (15.0%) (2) (5.0%)

4 11.1% 18 50.0% 13 36.1% 1 2.8%

(8) (20.0%) (18) (45.0%) (13) (32.5%) (1) (2.5%)

2 5.6% 14 38.9% 17 47.2% 3 8.3%

(3) (7.5%) (16) (40.0%) (17) (42.5%) (4) (10.0%)

1 2.8% 4 11.1% 23 63.9% 8 22.2%

(2) (5.0%) (7) (17.5%) (23) (57.5%) (8) (20.0%)

0 0.0% 5 13.9% 20 55.6% 11 30.6%

(1) (2.5%) (7) (17.5%) (20) (50.0%) (12) (30.0%)

　平成２～７年

　　　７～12年

　　　12～17年

　　　17～22年

　　　22～27年

　昭和35～40年

　　　40～45年

　　　45～50年

　　　50～55年

　　　55～60年

　　　60～平成２年

人口増加団体
人口減少団体

～５％ ５％～10％ 10％～
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（表４）年齢階層別人口の推移 

 （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国勢調査の結果による。 

・表中の（ ）内は、過疎地域等 40団体の数値。 

昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年

111,841 87,932 68,833 59,639 53,189 48,105

(130,557) (102,605) (79,902) (68,740) (60,711) (54,526)

214,185 203,842 190,002 182,116 174,029 166,503

(249,077) (237,775) (219,472) (209,999) (200,703) (191,109)

74,596 64,026 56,479 51,420 45,439 40,235

(86,090) (73,897) (64,366) (58,762) (52,521) (46,209)

25,511 27,449 30,688 34,894 39,746 44,765

(30,752) (32,868) (36,458) (41,347) (46,829) (52,662)

0 0 0 1 0 0

(0) (0) (0) (1) (0) (0)

351,537 319,223 289,523 276,650 266,964 259,373

(410,386) (373,248) (335,832) (320,087) (308,243) (298,297)

570,827 483,972 448,986 463,978 468,180 446,118

1,265,520 1,313,563 1,322,143 1,336,199 1,360,811 1,397,420

うち15～29歳 475,502 475,373 456,053 419,776 381,174 379,138

142,389 157,739 183,474 215,034 252,786 291,228

0 0 0 149 9 11

1,978,736 1,955,274 1,954,603 2,015,360 2,081,786 2,134,777

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

41,467 36,140 31,622 27,310 22,840 18,993

(46,701) (40,565) (35,351) (30,321) (25,119) (20,648)

154,530 142,813 132,303 120,831 108,236 93,553

(176,748) (162,917) (150,598) (136,009) (121,421) (104,219)

37,077 35,127 32,331 27,051 22,039 18,821

(42,365) (40,044) (36,775) (30,130) (24,527) (20,800)

52,662 61,401 66,869 69,216 68,968 70,040

(61,601) (71,495) (77,743) (80,172) (79,591) (80,286)

57 0 12 25 133 583

(58) (0) (12) (25) (136) (675)

248,716 240,354 230,806 217,382 200,177 183,169

(285,108) (274,977) (263,704) (246,527) (226,267) (205,828)

392,461 354,910 334,027 316,368 295,742 269,752

1,414,846 1,420,552 1,403,397 1,356,317 1,281,683 1,186,865

うち15～29歳 399,092 411,458 392,805 334,303 287,641 265,963

346,751 416,068 474,544 521,984 569,301 626,085

407 327 1,160 1,445 5,723 16,102

2,154,465 2,191,857 2,213,128 2,196,114 2,152,449 2,098,804

全市町村

０～14歳

15～64歳

65歳以上

不　　詳

総 人 口

項　　　目

過　　疎
地　　域

０～14歳

15～64歳

うち15～29歳

65歳以上

不　　詳

人　　口

65歳以上

不　　詳

人　　口

全市町村

０～14歳

15～64歳

65歳以上

不　　詳

総 人 口

過　　疎
地　　域

０～14歳

15～64歳

うち15～29歳
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  オ コーホート人口の増減（表５） 

 人口の動向をコーホート(同一年齢区分に属する出生者集団)により年齢階層区分

ごとにみると、15歳から 24歳の、いわゆる若者の人口減少が著しくなっています。 

 また、昭和 45 年以降、25 歳から 29 歳の階層でコーホート人口の増加がみられま

したが、これは人口の社会増が反映していたものと考えられます。 

 このほか、昭和 50 年以降、５歳から９歳の階層についてコーホート人口の増加が

みられましたが、これは、通常、保護者の転入に伴う従属移動であることを考える

と、昭和 30年代から昭和 40年代にみられた世帯単位の流出超過が収まり、全体的

に人口が減少していると考えられます。 

 

（表５）過疎地域におけるコーホート人口の増減率 

      （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国勢調査の結果による。 

・表中の（ ）内は、過疎地域等 40団体の数値。 

・コーホート人口の増減率とは、各年齢各層人口を、それぞれ直前の国勢調査時の一段若い年

齢階層区分人口と比較したものです。 

  例えば、表側「20～24」、表頭「H27/22」欄の-37.6とは、平成 22年国勢調査時の 15～19歳

の年齢階層の人口が、平成 27年国勢調査時（この時、この階層は 20～24歳になっています。）

には 37.6％減少したことを示しています。 

 

年齢 S40／35 S45／40 S50／45 S55／50 S60／55 H2／S60 H７／２ H12／７ H17／12 H22／17 H27／22

-6.2 -4.9 -1.3 0.1 0.2 0.9 3.0 2.9 1.8 -0.8 -0.1

(-5.9) (-5.1) (-1.4) (0.2) (0.4) (0.7) (3.3) (3.3) (1.6) (-0.7) (-0.6)

-5.0 -4.3 -3.1 -1.6 -0.6 -0.5 1.2 1.2 -0.1 -1.8 0.0

(-4.8) (-4.4) (-3.0) (-1.5) (-0.5) (-0.5) (1.4) (1.2) (-0.1) (-2.2) (-0.5)

-38.6 -37.5 -29.7 -22.8 -18.0 -18.8 -18.0 -18.0 -19.1 -19.6 -19.2

(-40.3) (-39.3) (-30.8) (-23.2) (-18.5) (-19.3) (-18.3) (-18.0) (-20.3) (-20.3) (-19.6)

-31.1 -34.5 -35.2 -35.3 -33.6 -33.2 -27.8 -30.3 -34.6 -37.9 -37.6

(-30.2) (-34.4) (-34.4) (-33.9) (-33.8) (-32.8) (-26.5) (-29.1) (-35.1) (-37.4) (-37.3)

-14.5 -6.5 1.7 10.7 11.2 5.1 9.8 9.2 6.4 0.3 3.0

(-13.9) (-8.2) (1.2) (10.1) (8.8) (4.0) (8.5) (7.6) (3.7) (0.0) (2.2)

-13.0 -10.0 -2.1 -1.4 -1.9 -5.0 -0.4 -0.2 -6.6 -8.3 -5.9

(-12.1) (-11.4) (-2.4) (-1.6) (-2.8) (-5.7) (-1.5) (-0.8) (-8.2) (-8.7) (-7.4)

-8.3 -7.6 -1.6 -2.0 -0.1 -1.3 1.2 0.6 -4.0 -4.7 -3.1

(-7.4) (-8.6) (-1.6) (-2.0) (-0.1) (-1.5) (1.2) (0.5) (-4.9) (-5.3) (-4.1)

-6.3 -7.7 -2.8 -2.1 -0.8 -1.4 0.3 0.5 -1.5 -3.6 -2.7

(-5.6) (-8.3) (-2.7) (-2.0) (-0.9) (-1.3) (0.4) (0.8) (-2.1) (-3.8) (-3.5)

-6.3 -6.0 -2.6 -3.6 -1.3 -1.4 -0.4 -0.4 -1.2 -2.7 -1.6

(-5.5) (-6.4) (-2.5) (-3.5) (-1.4) (-1.4) (-0.2) (-0.4) (-1.8) (-2.8) (-2.2)

-7.0 -6.6 -4.0 -3.6 -1.1 -2.3 -0.6 -0.3 -1.1 -2.6 -1.9

(-6.7) (-7.0) (-3.9) (-3.6) (-1.2) (-2.3) (-0.4) (-0.1) (-1.5) (-2.5) (-2.0)

-9.6 -9.7 -5.3 -5.4 -3.7 -3.5 -1.8 -1.3 -1.3 -1.1 -1.8

(-9.0) (-9.9) (-5.3) (-5.3) (-3.7) (-3.4) (-1.7) (-1.1) (-1.8) (-0.9) (-2.0)

-11.6 -9.9 -5.8 -6.6 -4.8 -4.7 -3.9 -2.0 -1.1 -1.1 -1.8

(-11.4) (-10.4) (-5.7) (-6.7) (-4.7) (-4.5) (-3.9) (-1.9) (-1.4) (-1.1) (-1.8)

-14.6 -13.5 -9.3 -8.8 -7.1 -5.9 -4.9 -4.6 -4.1 -3.6 -2.9

(-14.5) (-13.6) (-9.4) (-8.8) (-7.2) (-5.7) (-4.9) (-4.6) (-4.2) (-3.5) (-2.8)
65～69

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

５～９

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34
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  カ 高齢者及び若年者の推移（表６－１、表６－２） 

 過疎地域の高齢者比率（65 歳以上の人口比率）をみると、平成 27 年には 38.2％

（過疎地域等：39.0％）となっており、全市町村の高齢者比率 29.8％と比較して、

8.4ポイント（過疎地域等：9.2ポイント）高くなっています。 

 また、若年者比率(15歳から 29歳までの人口比率)をみると、平成 27年には 10.3％

（過疎地域等：10.1％）となっており、全市町村の若年者比率 12.7％と比較して

2.4ポイント（過疎地域等：2.6ポイント）低くなっています。 

 この結果、人口の減少とともに、高齢者が多く若者が少ないという状態が生じ、地

域社会における活力の低下を招く要因となっていると考えられます。 

 

（表６－１）高齢者比率等の推移                    

（単位：人、％） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国勢調査の結果による。 

・表中の（ ）内は、過疎地域等 40団体の数値。 

 

 

 

 

昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年

25,511 27,449 30,688 34,894 39,746 44,765

(30,752) (32,868) (36,458) (41,347) (46,829) (52,662)

－ 7.6 11.8 13.7 13.9 12.6

－ (6.9) (10.9) (13.4) (13.3) (12.5)

351,537 319,223 289,523 276,650 266,964 259,373

(410,386) (373,248) (335,832) (320,087) (308,243) (298,297)

7.3 8.6 10.6 12.6 14.9 17.3

(7.5) (8.8) (10.9) (12.9) (15.2) (17.7)

142,389 157,739 183,474 215,034 252,786 291,228

総 人 口 (D) 1,978,736 1,955,274 1,954,603 2,015,360 2,081,786 2,134,777

(C)／(D) 7.2 8.1 9.4 10.7 12.1 13.6

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

52,662 61,401 66,869 69,216 68,968 70,040

(61,601) (71,495) (77,743) (80,172) (79,591) (80,286)

17.6 16.6 8.9 3.5 -0.4 1.6

(17.0) (16.1) (8.7) (3.1) (-0.7) (0.9)

248,716 240,354 230,806 217,382 200,177 183,169

(285,108) (274,977) (263,704) (246,527) (226,267) (205,828)

21.2 25.5 29.0 31.8 34.5 38.2

(21.6) (26.0) (29.5) (32.5) (35.2) (39.0)

346,751 416,068 474,544 521,984 569,301 626,085

総 人 口 (D) 2,154,465 2,191,857 2,213,128 2,196,114 2,152,449 2,098,804

(C)／(D) 16.1 19.0 21.4 23.8 26.4 29.8

過疎地域　(A)

増減率

人口(B)

(A)／(B)

全市町村　(C)

全市町村　(C)

(A)／(B)

過疎地域　(A)

増減率

人口(B)
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（表６－２）若年者比率等の推移 

                   （単位：人、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国勢調査の結果による。 

・表中の（ ）内は、過疎地域等 40団体の数値。 

 

（３）世帯の動向 

  ア 世帯数（図２、表７） 

 過疎地域における昭和 35年から平成 27年の世帯数の推移をみると、約７万４千世

帯（過疎地域等：約８万６千世帯）から約６万９千世帯（過疎地域等：約７万８千

世帯）と 7.6％（過疎地域等：9.8％）減少し、全市町村では 87.5％増加している

のに対し、減少が顕著となっています。 

 また、１世帯当たりの世帯人員数は、昭和 35年の 4.7人（過疎地域等：4.7人）か

ら平成 27年の 2.7人（過疎地域等：2.6人）へと減少しており、人口の流出が 1世

帯当たりの人口の減少に反映されたものと考えられます。 

 

昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年

74,596 64,026 56,479 51,420 45,439 40,235

(86,090) (73,897) (64,366) (58,762) (52,521) (46,209)

－ -14.2 -11.8 -9.0 -11.6 -11.5

－ (-14.2) (-12.9) (-8.7) (-10.6) (-12.0)

351,537 319,223 289,523 276,650 266,964 259,373

(410,386) (373,248) (335,832) (320,087) (308,243) (298,297)

21.2 20.1 19.5 18.6 17.0 15.5

(21.0) (19.8) (19.2) (18.4) (17.0) (15.5)

475,502 475,373 456,053 419,776 381,174 379,138

総 人 口 (D) 1,978,736 1,955,274 1,954,603 2,015,360 2,081,786 2,134,777

(C)／(D) 24.0 24.3 23.3 20.8 18.3 17.8

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

37,077 35,127 32,331 27,051 22,039 18,821

(42,365) (40,044) (36,775) (30,130) (24,527) (20,800)

-7.8 -5.3 -8.0 -16.3 -18.5 -14.6

(-8.3) (-5.5) (-8.2) (-18.1) (-18.6) (-15.2)

248,716 240,354 230,806 217,382 200,177 183,169

(285,108) (274,977) (263,704) (246,527) (226,267) (205,828)

14.9 14.6 14.0 12.4 11.0 10.3

(14.9) (14.6) (13.9) (12.2) (10.8) (10.1)

399,092 411,458 392,805 334,303 287,641 265,963

総 人 口 (D) 2,154,465 2,191,857 2,213,128 2,196,114 2,152,449 2,098,804

(C)／(D) 18.5 18.8 17.7 15.2 13.4 12.7

全市町村　(C)

過疎地域　(A)

増減率

人口(B)

(A)／(B)

(A)／(B)

全市町村　(C)

人口(B)

過疎地域　(A)

増減率
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（図２）世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表７）世帯数の推移 

  （単位：世帯、％、人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-0.8

-2.5

0.3

2.4

0.2
-0.9

1.3
0.4

-1.7

-2.9
-3.6-0.8

-2.9

0.1

2.4

-0.1
-1.1

1.5
0.6

-2.5
-3.2

-4.1

7.6 7.7

8.6 9.0
5.2 5.7 8.5

6.3

3.0

1.8 1.6

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

過疎地域 過疎地域等 全市町村

％ 

年 

昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年

74,183 73,581 71,728 71,959 73,679 73,798

(86,415) (85,745) (83,256) (83,309) (85,273) (85,228)

－ -0.8 -2.5 0.3 2.4 0.2

－ (-0.8) (-2.9) (0.1) (2.4) (-0.1)

4.7 4.3 4.0 3.8 3.6 3.5

(4.7) (4.4) (4.0) (3.8) (3.6) (3.5)

世帯数 430,550 463,090 498,963 541,869 590,454 621,299

増減率 － 7.6 7.7 8.6 9.0 5.2

１世帯当たり
人員

4.6 4.2 3.9 3.7 3.5 3.4

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

73,168 74,140 74,468 73,225 71,117 68,541

(84,323) (85,617) (86,103) (83,932) (81,252) (77,917)

-0.9 1.3 0.4 -1.7 -2.9 -3.6

(-1.1) (1.5) (0.6) (-2.5) (-3.2) (-4.1)

3.4 3.2 3.1 3.0 2.8 2.7

(3.4) (3.2) (3.1) (2.9) (2.8) (2.6)

世帯数 656,694 712,809 757,542 780,245 794,461 807,108

増減率 5.7 8.5 6.3 3.0 1.8 1.6

１世帯当たり
人員

3.3 3.1 2.9 2.8 2.7 2.6

増減率

１世帯当たり
人員

過
疎
地
域

全
市
町
村

世帯数

全
市
町
村

過
疎
地
域

世帯数

増減率

１世帯当たり
人員
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  イ 高齢者世帯（表８） 

 過疎地域の高齢者世帯を全世帯数に対する割合でみると、高齢単独世帯（65歳以

上の者１人のみの一般世帯）は 14.4％（過疎地域等：14.4％）、高齢夫婦世帯（夫

65歳以上、妻 60歳以上の夫婦１組の一般世帯）は 16.4％（過疎地域等：16.5％）

で、合計 30.8％（過疎地域等：30.9％）となっており、県全体（高齢単独世帯 8.5％、

高齢夫婦世帯 11.5％の合計 20.0％）の 1.5倍となっています。 

 

（表８）高齢者世帯数等の状況 

（単位：世帯、％） 

 

 

 

 

 

 

・平成 27年国勢調査の結果による。 

・「過疎地域」欄については、一部過疎地域を除く 29市町村で計算。 

・（ ）内は、過疎地域等から、一部過疎地域を除いた 30市町村で計算。 

 

（４）財政状況 

ア 概況 

 県内過疎市町村の財政は、その規模が小さく、地方交付税などの依存財源の割合が

高くなっています。また、公債費が高い水準にある市町村については財政構造の硬

直化が懸念されます。 

 今後とも厳しい財政状況が続くことが予想される中、過疎地域が持続的な発展をし

ていくためには、各種支援措置を効果的に活用するとともに、事業の重点化・効率

化を行っていく必要があります。 

イ 財政力指数（表９） 

 市町村の財政力を示す指標である財政力指数をみると、県内過疎市町村の令和元年

度数値（平成 29年度～令和元年度平均）は 0.227（過疎市町村等：0.248）で、県

全体の数値 0.403 を大きく下回っており、財政力は極めて脆弱な状況と言えます。 

 

（表９）財政力指数の推移 

 

 

 

 

・単純平均。 

・一部過疎地域を除く新法対象の 29 市町村で計算（括弧書きは南相木村を加えた 30 団

体で計算した数値）。 

割合 割合 割合

57,218 100.0 8,235 14.4 9,408 16.4

(57,646) (100.0) (8,322) (14.4) (9,491) (16.5)

全市町村 807,108 100.0 68,614 8.5 93,208 11.5

総世帯数 高齢単独世帯数 高齢夫婦世帯数

過疎地域

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

0.216 0.218 0.22 0.225 0.227

(0.240) (0.241) (0.242) (0.246) (0.248)

全市町村 0.386 0.391 0.396 0.401 0.403

過疎市町村
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ウ 普通交付税額及び地方債現在高の推移（表 10）  

 過疎地域市町村の主要な財源である普通交付税の額は、減少傾向にあります。平成

27年度には交付税原資の安定性の向上・充実を図るため、法定率の見直しが行われ

ましたが、総額確保を取り巻く環境は依然厳しい状況にあり、制度自体の見直しを

含め、その動向を注視する必要があります。 

 過疎地域の地方債現在高は増加傾向にあります。 

 

（表 10）普通交付税額及び地方債現在高の推移 

 （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・過疎市町村数については、一部過疎市町村を除く。 

・数値は一部過疎地域を除く新法対象の 29市町村で計算（括弧書きは南相木村を加えた 30

団体で計算した数値）。 

・普通交付税額は、臨時財政対策債発行可能額を含む。 

 

エ 実質公債費比率の状況（表 11） 

 実質公債費比率（借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化

し、資金繰りの程度を示したもの）は近年横ばい傾向にあり、過疎市町村において

も同様ですが、令和元年度決算では 7.8％（過疎市町村等：7.5％）と、県内市町村

の平均 6.1％より 1.7ポイント（過疎市町村等：1.4ポイント）高くなっています。 
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（表 11）実質公債費比率の推移 

（単位：％） 

 

 

 

 

 

・加重平均。 

・数値は一部過疎地域を除く新法対象の 29市町村で計算（括弧書きは南相木村を加えた 30

団体で計算した数値）。 

 

（５）過疎対策の成果（表 12、図３） 

 本県における過疎対策は、過疎地域対策緊急措置法、過疎地域振興特別措置法、過疎

地域活性化特別措置法及び旧過疎法に基づき、積極的に展開されてきました。 

 昭和 45 年から令和２年までの 51 年間に実施してきた過疎対策事業の総額は、市町

村事業１兆 6,567億円、県事業１兆 1,730億円、合計２兆 8,296億円に達し、また、

市町村が発行した過疎対策事業債の総額は 4,551億円となっています。 

 旧過疎法に基づき進められてきた市町村事業及び県事業実績は、いずれも「交通通

信体系の整備」や「生活環境の整備」、「産業の振興」が大きな割合を占めています。 

 これまでの過疎対策事業により、交通通信体系、生活環境施設、産業基盤等の基礎的

定住条件の整備に加え、地域の活性化につながる観光・レクリエーション施設や住

民のニーズに応じた福祉施設等が重点的に整備されるなど、着実にその成果をあげ

てきました。 

 今後は、市町村が策定している公共施設等総合管理計画も踏まえつつ、引き続き公

共施設の整備等ハード事業に取り組むとともに、ソフト事業の重要性を県と市町村

が共有し、柔軟かつ多様な対策を講じていくことが必要となっています。 

  

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

（27年度決算） （28年度決算） （29年度決算） （30年度決算） （元年度決算）

7.7 7.2 7.1 7.2 7.8

(7.6) (7.1) (7.0) (7.1) (7.5)

全市町村 6.4 6.0 6.0 6.0 6.1

過疎市町村



15 

 

  
（
表

1
2
）
過

疎
対

策
事

業
費

の
状

況

○
　

市
町

村
事

業
  

  
  

  
  

（
単

位
：
百

万
円

，
％

）

構
成

比
 過

疎
債

構
成

比
 過

疎
債

構
成

比
 過

疎
債

構
成

比
 過

疎
債

構
成

比
 過

疎
債

構
成

比
過

疎
債

構
成

比
過

疎
債

構
成

比
 過

疎
債

１
　

産
業

の
振

興
2
8
,2

4
4

2
1
.4

1
,6

2
1

7
5
,1

3
4

2
5
.5

6
,0

7
2

#
#
#
#
#
#

2
3
.4

8
1
,3

5
8

3
7
,9

4
7

1
7
.0

9
,0

9
1

1
2
,8

9
5

2
1
.1

8
,7

9
1

1
3
,8

2
3

1
8
.4

9
,3

8
8

1
2
,0

0
9

1
5
.4

9
,4

8
2

3
6
5
,4

6
7

2
2
.1

1
2
5
,8

0
4

２
　

交
通

通
信

体
系

の
整

備
5
4
,4

8
1

4
1
.3

1
5
,8

6
6

#
#
#
#
#
#

3
8
.1

4
0
,8

4
1

#
#
#
#
#
#

2
2
.7

2
2
,7

2
6

5
5
,6

0
5

2
4
.9

2
8
,8

8
8

2
3
,2

7
9

3
8
.0

1
6
,6

5
8

2
0
,9

4
4

2
7
.8

1
5
,1

6
7

2
6
,4

8
1

3
4
.0

1
8
,5

6
0

4
7
3
,4

0
7

2
8
.6

1
5
8
,7

0
6

３
　

生
活

環
境

の
整

備
0
.0

0
.0

#
#
#
#
#
#

3
4
.2

2
0
,6

2
7

7
4
,2

9
3

3
3
.3

1
1
,8

1
2

1
0
,2

2
8

1
6
.7

3
,8

1
5

9
,7

6
2

1
3
.0

4
,8

6
9

1
1
,0

0
9

1
4
.1

6
,1

0
6

3
7
6
,5

2
0

2
2
.7

4
7
,2

3
0

４
　

 高
齢

者
の

福
祉

そ
の

他
の

福
祉

の
増

進
2
0
,2

4
4

1
5
.3

2
,5

8
4

4
8
,2

7
1

1
6
.4

6
,3

3
3

4
6
,6

8
1

5
.9

1
5
,7

8
7

1
9
,4

5
4

8
.7

5
,0

6
4

2
,5

4
0

4
.2

1
,3

8
7

4
,6

4
1

6
.2

3
,3

6
4

6
,0

4
1

7
.8

4
,2

8
7

1
4
7
,8

7
1

8
.9

3
8
,8

0
6

５
　

医
療

の
確

保
0
.0

2
,6

5
0

0
.9

5
3
6

8
,7

2
5

1
.1

1
,3

4
9

3
,2

6
7

1
.5

1
,5

8
4

1
,1

1
7

1
.8

1
,0

1
1

3
,3

0
4

4
.4

2
,7

6
2

1
,7

2
6

2
.2

1
,4

0
1

2
0
,7

8
9

1
.3

8
,6

4
2

６
　

教
育

文
化

の
振

興
2
3
,9

0
1

1
8
.1

4
,0

6
5

4
7
,8

7
2

1
6
.2

7
,2

9
1

8
4
,2

4
7

1
0
.6

1
0
,6

7
6

2
2
,0

5
9

9
.9

6
,6

7
4

9
,2

2
0

1
5
.1

4
,7

3
1

1
5
,8

3
9

2
1
.0

1
2
,2

7
1

1
3
,4

3
2

1
7
.2

1
1
,2

6
8

2
1
6
,5

7
0

1
3
.1

5
6
,9

7
6

７
　

集
落

の
整

備
2
,9

4
7

2
.2

2
,5

1
4

3
,8

3
5

1
.3

1
,2

3
0

3
,9

3
1

0
.5

1
,0

3
0

4
,6

2
9

2
.1

2
,2

1
8

1
,9

1
4

3
.1

1
,3

4
9

4
,7

2
0

6
.3

3
,2

5
1

5
,2

6
4

6
.8

3
,9

4
7

2
7
,2

4
0

1
.6

1
5
,5

3
9

８
　

そ
の

他
2
,0

9
9

1
.6

0
4
,6

9
5

1
.6

0
1
1
,9

3
3

1
.5

0
5
,8

9
0

2
.6

6
2

0
0
.0

0
2
,2

3
7

3
.0

1
,8

3
5

1
,9

6
0

2
.5

1
,4

8
8

2
8
,8

1
4

1
.7

3
,3

8
5

合
  

  
  

  
 計

1
3
1
,9

1
6

1
0
0
.0

2
6
,6

5
0

2
9
4
,9

6
3

1
0
0
.0

6
2
,3

0
3

7
9
2
,2

7
2

1
0
0
.0

1
5
3
,5

5
3

2
2
3
,1

4
4

1
0
0
.0

6
5
,3

9
3

6
1
,1

9
3

1
0
0
.0

3
7
,7

4
2

7
5
,2

7
0

1
0
0
.0

5
2
,9

0
7

7
7
,9

2
1

1
0
0
.0

5
6
,5

3
9

1
,6

5
6
,6

7
9

1
0
0
.0

4
5
5
,0

8
7

（
注

）
市

町
村

課
調

べ

○
　

県
 事

 業
  

  
  

  
  

（
単

位
：
百

万
円

，
％

）

構
成

比
構

成
比

構
成

比
構

成
比

構
成

比
構

成
比

構
成

比
構

成
比

１
　

産
業

の
振

興
1
,6

9
1

2
.8

8
,9

8
2

5
.3

8
3
,6

7
5

1
6
.1

2
1
,1

9
6

1
3
.6

1
8
,2

6
4

2
1
.6

2
4
,6

1
9

2
1
.5

1
8
,1

2
9

2
6
.7

1
7
6
,5

5
7

1
5
.1

２
　

交
通

通
信

体
系

の
整

備
5
9
,4

6
9

9
6
.8

1
5
7
,0

7
2

9
2
.8

2
8
3
,6

2
3

5
4
.6

9
3
,6

2
1

6
0
.0

2
9
,5

8
4

3
4
.9

4
8
,8

8
6

4
2
.8

4
0
,8

2
0

6
0
.2

7
1
3
,0

7
5

6
0
.8

３
　

生
活

環
境

の
整

備
1
2
9
,5

7
7

2
5
.0

3
0
,3

2
5

1
9
.4

1
4
,6

0
7

1
7
.2

3
0
,6

1
9

2
6
.8

5
8
8

0
.9

2
0
5
,7

1
6

1
7
.5

４
　

 高
齢

者
の

福
祉

そ
の

他
の

福
祉

の
増

進
2
5
5

0
.4

0
.0

9
,6

0
7

1
.9

1
,2

0
1

0
.8

1
3
,8

2
7

1
6
.3

2
,3

4
1

2
.0

2
,6

3
1

3
.9

2
9
,8

6
2

2
.5

５
　

医
療

の
確

保
3
,2

6
3

1
.9

9
,8

2
0

1
.9

6
3
7

0
.4

1
,0

6
3

1
.3

3
5
2

0
.3

4
4
5

0
.7

1
5
,5

8
1

1
.3

６
　

教
育

文
化

の
振

興
0
.0

0
.0

2
,7

1
2

0
.5

1
,8

4
3

1
.2

9
9
8

1
.2

1
,8

9
0

1
.7

1
,9

8
9

2
.9

9
,4

3
2

0
.8

７
　

集
落

の
整

備
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

８
　

そ
の

他
0
.0

0
.0

2
4
6

0
.0

7
,2

2
3

4
.6

6
,3

8
8

7
.5

5
,6

2
7

4
.9

3
,2

4
7

4
.8

2
2
,7

3
1

1
.9

合
  

  
  

  
 計

6
1
,4

1
5

1
0
0
.0

1
6
9
,3

1
7

1
0
0
.0

5
1
9
,2

6
0

1
0
0
.0

1
5
6
,0

4
6

1
0
0
.0

8
4
,7

3
1

1
0
0
.0

1
1
4
,3

3
4

1
0
0
.0

6
7
,8

5
0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

（
注

）
地

域
振

興
課

調
べ

区
　

　
　

　
　

分

過
疎

地
域

対
策

緊
急

措
置

法
過

疎
地

域
振

興
特

別
措

置
法

 合
　

  
 　

　
計

S
4
5
～

S
5
4

S
5
5
～

H
元

H
2
～

H
1
1

過
疎

地
域

活
性

化
特

別
措

置
法

区
　

　
　

　
　

分

過
疎

地
域

対
策

緊
急

措
置

法
過

疎
地

域
振

興
特

別
措

置
法

過
疎

地
域

活
性

化
特

別
措

置
法

実
  

  
 績

実
  

  
 績

実
　

　
績

S
4
5
～

S
5
4

S
5
5
～

H
元

H
2
～

H
1
1

（
前

期
）
　

H
1
2
～

H
1
6

実
　

　
績

（
後

期
）
　

H
1
7
～

H
2
1

実
　

　
績

（
前

期
）
　

H
1
2
～

H
1
6

実
　

　
績

実
　

　
績

実
　

　
績

実
　

　
績

過
疎

地
域

自
立

促
進

特
別

措
置

法

過
疎

地
域

自
立

促
進

特
別

措
置

法

（
延

長
・
前

期
）
H

2
2
～

H
2
7

実
　

　
績

実
　

　
績

（
後

期
）
　

H
1
7
～

H
2
1

（
延

長
・
前

期
）
H

2
2
～

H
2
7

実
　

　
績

1
,1

7
2
,9

5
2

（
延

長
・
後

期
）
H

2
8
～

R
2

実
　

　
績

（
延

長
・
後

期
）
H

2
8
～

R
2

実
　

　
績

（
H

2
8
～

R
元

ま
で

）

 合
　

  
 　

　
計



16 

 

（図３）過疎対策事業費の状況（構成比） 
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第２ 過疎地域持続的発展の基本的な方向 
 
  基本認識・背景 

 過疎地域では、これまで４次にわたる過疎法に基づき過疎対策が推進され、様々な成

果を挙げてきました。一方で、人口減少・少子高齢化の進展等他の地域と比較して厳

しい社会経済情勢が継続し、多くの課題が残っています。 

 過疎地域は、豊かな自然や歴史・文化を有する地域であり、食料・水資源・エネルギ

ーを供給し、自然環境の保全と癒しの場を提供するとともに、森林による地球温暖化

や自然災害の防止に貢献するなど多面的・公益的機能を担っています。 

 このような機能・役割は、ＳＤＧｓで示されている持続可能性、多様性、包摂性等の

理念の実現にも寄与することが期待されています。 

 さらに、近年、新型コロナウイルス感染症の拡大を通じ人口密度が高い地域で日常活

動を行うことのリスクが顕在化し、人口低密度地域である過疎地域の担う役割の重

要性が高まっています。 

 今後の過疎対策は、条件不利性の克服という基本的な考え方は維持しつつも、新法に

おける「過疎地域の持続的発展」という理念を踏まえ、新たな視点を加えて推進して

いく必要があります。 

 

基本的な方向 

「第３ 実施すべき施策に関する事項」及び「第４ 地域ごとの方針」に掲げる施策の推

進に当たっては、踏まえるべき共通の視点と目指すべき方向として、次の２点を県・市

町村をはじめ、各関係者と共有しながら取り組みます。 

創造的で豊かな生き方が実現できる地域づくり 

 モノの豊かさよりも心の豊かさに重きを置き、自らの人生を自らデザインできる

創造的な生活のある地域をつくります。 

 地域に今ある価値（原風景・町並み、伝統・文化等）を再認識し、高め、発信する

ことで、都市住民が憧れを抱く地域をつくります。 

 学びと自治の力を発揮し、「クリエイティブ・フロンティア」（これからの時代を牽

引する新しい生き方や暮らし方、価値を創造できる最先端の地域）へと価値観の転

換を図ります。 

 

確かな暮らしが営まれる地域づくり 

 人々が地域で安心して暮らし続けることができる基盤を確保します。 

 田園回帰（信州回帰）の潮流を捉え、移住・二地域居住の推進、つながり人口の創

出により、地域活動と地域の産業を支える人材を確保・育成します。 

 ＤＸの推進により、必要な生活・行政サービスを享受できる環境を整備します。 

 地域にある資源を活かし、過疎地域から脱炭素（ゼロカーボン）社会を実現します。 
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第３ 実施すべき施策に関する事項 
 

１ 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成            

（１）現状と課題 

ア 移住・定住の促進 

《現状・成果》 

 県内各市町村において、少子高齢化に加え、若年層の都市部への流出が顕著と

なっています。 

 他方で、県外から移住を目的とした一定数の転入もみられます。また、近年で

は、コロナ禍を契機として、地方暮らしへの関心が高まりつつあります。 

 県内移住者及び県内の地域と関わる者を増やすため、市町村、関係団体等と連携

し、仕事と暮らしをセットにして人を呼び込むための取組を進めています。 

 また、地方暮らしを思い描く都市部住民等を対象とした移住相談、移住体験等を

推進することにより、相談件数及び県内移住者数は近年増加傾向にあります。 

《課題》 

 移住者の受け皿となる住宅や、移住者が希望する就労先が不足しています。 

 少子高齢化や若年層の県外流出により、地域コミュニティの維持機能が低下して

います。 

 コロナ禍において、対面による移住相談等に制約があり、移住につながる効果的

な施策展開が必要となっています。 

 

イ 地域間交流の促進 

《現状・成果》 

 コロナ禍を契機に、都市部住民の地方への関心が高まりつつあります。 

 都市部住民が希望する地方との関わり方として、具体的な移住を検討する者、現

居住地のほか、副業・兼業、テレワーク等を活用しながら、県外自治体に居住す

る「二地域居住」を検討する者、都市部にいながら地方の地域コミュニティとつ

ながりを求める者など多様化してきています。 

 二地域居住やテレワーク等を通じた地域間交流の促進により、定住人口や交流

人口でない、「つながり人口（関係人口）」が創出され、将来の移住・定住につ

ながるきっかけとなっています。 

《課題》 

 新たなライフ・ワークスタイルとして、二地域居住や地方でのテレワーク等を

促進する上で、実践者の拠点間移動に係る費用負担軽減や区域外就学等の対応

が必要です。 

 



19 

 

ウ 地域社会の担い手となる人材の確保・育成 

《現状・成果》 

 過疎地域等では、急速に進行する人口減少や少子高齢化に伴い、地域社会を支

える人材の不足が懸念されています。 

 これまで、住民が地域課題を学ぶ機会の提供や、住民と共に対話を進め必要に

応じて様々な地域資源や人材を繋げる中間支援人材の育成に取り組むことで、

住民が自主的・主体的に担い手となることを支援しています。 

 また、地域おこし協力隊の配置や定着も進んでいます。 

《課題》 

 過疎地域等の急速な人口減少や少子高齢化が進む中、地域社会の担い手を地域

内の人材のみで確保することは限界があります。 

 これまでの取組に加えて、つながり人口（関係人口）等の拡大に向けた取組をは

じめ様々な方法により、地域外からの人材の確保や、地域外の人材等との交流・

連携・対流を通じて地域内外の潜在的な人材を顕在化させるなど、担い手を生

み出す取組を更に推進していくことが重要です。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 「多様なひと・企業に選ばれる長野県（地域）」を目指し、理想とする「仕事と暮

らしがある信州」の実現、新たな働き方の促進、創造的な暮らし方の発信等によ

る「つながり人口（関係人口）」の拡大を図ります。 

 大都市圏等から本県への人や企業の呼込みを強化するため、行政と民間団体、事

業者が連携し、オール信州の観点で様々な分野の取組を展開します。 

 地域住民が自主的・主体的に地域づくりに取り組んでいくための学びや対話を促

進するとともに、地域内外の人材が地域社会の担い手となり活動していくことを

推進します。 

《施策の展開》 

ア 移住・定住の促進 

○ 東京、大阪、名古屋に県内移住に係る相談窓口を設けるとともに、市町村やＮＰＯ

法人等と連携して相談に対応する等、移住相談体制の強化を図ります。 

○ 移住フェア等のイベントを通じ、ターゲットやニーズに応じた「信州らしい暮らし

方」等、本県の魅力や強みを活かした情報発信を行います。 

○ 移住希望者向けの空き家の利活用や、シェアハウスやゲストハウス等の新たな住ま

い方の仕組みづくりの推進により、多様な住まい方を支援します。 

○ 都市部在住の社会人をターゲットにした転職セミナー等の開催、転職希望者と県内

企業をつなぐサイトの運営や、副業（複業）・兼業など新たな働き方を求める人材

の活用・確保により、暮らしと仕事（転職）をセットにした社会人の誘致を促進し

ます。 



20 

 

 

イ 地域間交流の促進 

○ 必ずしも移住・定住をゴールとしない、つながり人口（関係人口）の拡大を促進す

るため、信州に想いを寄せていただいている県外の方々と地域の方々とのつながり

をデザインし、交流の促進を図ります。 

 

ウ 地域社会の担い手となる人材の確保・育成 

○ 生涯学習（公民館活動）の充実や、住民同士や住民と行政の間で地域の現状や課題、

あるべき姿等についての「話し合い」の促進などを通じて、住民意識の醸成を図り

ます。 

○ 「集落支援員」や「地域おこし協力隊」など、地域社会の担い手の確保・育成に向

けた人材活用制度の推進を支援します。 

 

 

２ 産業の振興、観光の開発                    

（１）現状と課題 

ア 農業の振興 

《現状・成果》 

 過疎地域等においては、令和２年現在約 16,000 戸(全県比 17.6％)の農家によ

って耕作が行われていますが、基幹的農業従事者数に占める 65歳以上の割合は、

76.8％となっています。平成 22年からの 10年間で、農家数は約 6,000戸（約 3

割）減少し、基幹的農業従事者数に占める 65歳以上の割合が約４％増加するな

ど、担い手の減少や高齢化が更に進んでいます。 

 一方、「ゆとり」や「やすらぎ」を求める都市住民を中心に豊かな自然や田園風

景、農村文化や伝統食などを有する農業・農村への関心がコロナ禍において更に

高まっています。 

 地域の担い手となる集落営農組織が増加するとともに、荒廃農地の再生活用が

進展しました。 

 また、水路の補修や草刈りなど地域ぐるみで取り組む共同活動面積が増加し、農

道や農業用水路等の農業・農村環境の保全体制が強化されました。 

 さらに、コロナ禍において、農ある暮らしを志向する都市住民に対し、Webによる

情報発信や相談を強化することで、農ある暮らしや都市農村交流に対する理解が

深まりました。 

《課題》 

 少子高齢化の進展により、担い手の更なる減少が進み、荒廃農地の発生や有害鳥

獣による農作物被害の拡大とともに、農道、水路等の農業用施設や農村コミュニ
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ティの維持、農村文化や食文化の伝承等が困難となることが懸念されます。 

 過疎地域等の農業・農村を維持・発展させるためには、多様な農業の担い手確保

と農業生産基盤の整備・維持や農業生産活動等の継続に加え、ＩＣＴ等を活用し

たスマート農業の導入による省力化や生産性の向上等を図るとともに、農村と

都市とのつながりによる農村コミュニティの維持・強化を図ることが必要とな

っています。 

 また、県土の保全と活用のため、過疎地域等の農業資源が有している水源のかん

養、洪水防止等の多面的機能を維持・発揮していくことも求められています。 

 

イ 林業の振興 

《現状・成果》 

 森林面積は県土の約８割に及び、特に過疎地域等は、その面積の９割近くが森林

に覆われています。 

 森林は、県土の保全や水源のかん養、木材をはじめとする林産物の供給といった

働きをはじめ、保健休養の場や多種多様な生き物の生息・生育する場の提供、さ

らには地球温暖化の防止といった「多面的機能」を有しており、私たちの暮らし

と密接に関わっています。 

 現在、森林資源は着実に増加し、森林を育てる時代から利用する時代への転換期

を迎えています。 

 地域住民が主体的に森林の整備・利活用を行う「里山整備利用地域」の認定が 100

を数え、森林づくり県民税を活用した過疎地域等での循環的・持続的な取組が広

まっています。 

《課題》 

 長期にわたる木材価格の低下により、森林所有者の意欲の減退や林業労働者数

の減少等があり、間伐などの森林施業が進んでいない森林も多くなっています。

こうした森林に対し、森林経営管理制度を導入し、地域における持続可能な林業

経営を確立することが不可欠となっています。 

 また、施業の行われている森林については、施業の低コスト化を図り、外材や他

素材との競争力強化及び需給バランスや木材価格の変動といったリスクへの対

応力強化が必要となっています。 

 

ウ 水産業の振興 

《現状・成果》 

 過疎地域等における養殖業は、清冽な河川水や湧水を利用して、マス類を中心に

生産が行われており、近年では、県内外の宿泊施設や飲食店等からのニーズを踏

まえ「信州サーモン」や「信州大王イワナ」も養殖されています。 

 また、河川湖沼は、渓流魚釣りなどレジャーの場として活用されており、漁業協

同組合では、産卵床の造成などによる資源増殖の取組や、遊漁者にとって魅力あ
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る漁場づくりが行われているところです。 

 信州サーモン及び信州大王イワナの稚魚供給による生産拡大が図られるととも

に、資源増殖のための産卵床の造成が進みました。 

《課題》 

 遊漁者を更に呼び込むため、漁業協同組合等、地域の関係者と連携し、魅力ある

釣り場を構築するなど、地域の特性に合った取組が必要となっています。 

 また、養殖業者の高齢化や後継者の不足、カワウ等による魚の食害に対する水産

資源の減耗対策などの取組も求められています。 

 

エ 地場産業の振興 

《現状・成果》 

 地域で培われた技術や材料などの地域資源を活用して商品を製造する地場産業

の多くは小規模であるため、後継者や販路の確保など様々な経営課題があり、展

示即売会や、ＰＲイベント開催等の支援策を講じています。 

 生活様式や消費者動向が多様化する中、地域資源製品開発支援センター事業に

おいて、時代のニーズに合わせた新商品開発・ＰＲを支援しています。（毎年 20-

30件程度） 

《課題》 

 安価な輸入製品や国内の他地域との競合、従事者の高齢化など、取り巻く環境は

依然として厳しい状況にあります。 

 地場産業の振興は、経営の安定、産業の維持・発展を図るとともに、引き続き新

商品開発や新事業展開などへの取組の後押しに力を入れる必要があります。 

 また、社会の加速的なＤＸの流れに鑑み、今後デジタル化に向けた取組への支援

も必要となります。 

 

オ 企業誘致の促進 

《現状・成果》 

 過疎地域等は、山間地であることが多く、まとまった平地の確保が難しいため、

工場用地の整備が立ち遅れています。 

 製造業の立地を促すための各種支援により、その地域の特色を活かした企業の

誘致が進んでいます。 

《課題》 

 製造業の集積が少ないため、特に協力工場や下請工場を必要とする企業の立地

については、他の地域に比べて厳しい状況にあります。 

 一方、近年は都市部の情報サービス企業を中心に、自然環境が豊かな地方のオフ

ィスに社員を派遣又は移住させ、業務の一部をテレワークで行う動きも見られ

ており、このような地方回帰の動きをとらえ企業立地を促進させていく必要が

あります。 
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カ 創業・事業承継の促進 

《現状・成果》 

 過疎地域等においては、小規模企業が多く、産業を担う従事者が高齢化している

状況にあることや、若年層が地域外へ流出していることなどから、地域経済を支

える産業の衰退が深刻化しています。 

 多くの県内市町村において創業支援計画が策定され、地域における関係機関と

連携した創業支援体制が構築されました。 

《課題》 

 地域経済の活性化のためには、既存の企業の経営を支援するとともに、次世代産

業やニューノーマル時代（新業態）の創業を促進していく必要があります。また、

後継者の不在により、中小企業等が有する技術やネットワーク等の貴重な経営

資源が喪失する恐れがあるため、事業承継対策を講じていく必要があります。 

 

キ 商業の振興 

《現状・成果》 

 モータリゼーションの進展、消費者ニーズの多様化、インターネット等を利用し

た購買方法など、地域商業を取り巻く環境が変化しています。 

 県下一斉に消費者の買物行動を調査・分析し、県及び各市町村、民間企業等の商

業施策の基礎資料として活用しています。 

 また、小売業者や商店街等が県内で実施している買物環境向上支援事業に関す

る情報を収集し、市町村等の支援策の参考資料として情報提供しています。 

《課題》 

 過疎地域等における商業は、零細規模のものが多く、品揃えや設備等の面で地域

の消費者を十分満足させることはできず、消費者が他地域へ流出する要因にな

っています。 

 また、後継者不足などから廃業や空き店舗が増加し、商店街の衰退が進んでいま

す。 

 

ク 情報通信産業の振興 

《現状・成果》 

 情報通信技術は、自動運転等による作業負担軽減や遠隔診療の実施、物流・交通

における格差解消など、担い手不足が深刻化する過疎地域等での課題解決に貢

献するものであり、地域を存続・発展させていくための手法として大いに期待さ

れています。 

 ＩＴ人材やＩＴ産業の集積を図るため、「信州ＩＴバレー構想」を策定するとと

もに、産学官による連携推進体制を構築しました。 
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《課題》 

 人手不足感の強まる中でのＩＴ人材の獲得、特にＡＩやビッグデータを使いこ

なし、付加価値の創出や革新的な効率化を通じて生産性向上等に寄与する先端

人材の確保や新技術への対応が課題となります。 

 

ケ 観光又はレクリエーション 

《現状・成果》 

 過疎地域等では、美しい自然が豊富に存在しており、貴重な歴史遺産、地域固有

の伝統芸能が脈々と受け継がれているなど、個性豊かな地域資源に恵まれてい

ます。 

 一方、人口減少や高齢化が急速に進行し、観光業の担い手不足が顕著になってい

ます。 

 過疎地域等の自然や風土、健康長寿等の強みを活かした魅力ある体験・交流プロ

グラムの開発や各ツーリズムの推進、リゾートテレワークの環境整備などによ

り、新たな観光需要の創出や新しいスタイルの観光につながる取組が広まって

います。 

《課題》 

 近年の台風災害や小雪、新型コロナウイルス感染症の影響により、県内を訪れる

観光客は減少し、県内の観光関連産業は大きな影響を受けています。 

 人々の行動や価値観が大きく変化する中で、新たな観光需要への対応に加え、観

光施設の老朽化や通年型観光の推進、観光業の担い手確保などに継続的に取り

組む必要があります。 

 また、長期滞在型観光の推進、リピーター獲得に向け、近隣市町村等と連携した

広域的な取組が求められています。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 過疎地域等の農業・農村振興に当たっては、地域の基幹産業として、多様な担い

手が参画し、農畜産物の生産・販売力を確保するとともに、地域資源の有効活用

と都市住民との交流を含めた集落機能等地域連携力の向上により、美しい景観な

どの地域資源を活かした「魅力ある農村」を目指します。 

 林業振興に当たっては、環境と経済の調和した持続可能な社会づくりを目指し、

豊かな森林資源をはじめとする森林の多面的機能を最大限活用することにより、

地域の持続的発展を図ります。併せて、森林に対する多様な要請に応えるため、

適正な森林管理のための合意形成や自立的な組織づくりを推進します。 

 水産業の振興に当たっては、豊かな水資源を活用した養殖魚生産を促進するとと

もに、地域色豊かな漁場づくりを進めます。 

 伝統的な産地技術や、農林水産物といった地域資源の有効活用等により、自立的
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な魅力ある地場産業の振興を図ります。 

 企業誘致は地域における雇用の場の創出に直接的な効果を有するものであり、ま

た、特に地域の資源、技術を活用する企業を誘致することは、既存産業の振興に

も寄与するものであることから、過疎地域等においても活動が可能な企業を中心

に、様々な方法を駆使して積極的に誘致活動を進めていきます。 

 過疎地域等における創業（新たな地域産業起こし）・事業承継のニーズに対応し

た支援を実施します。 

 地域の商店・商店街は、住民の生活を支える場として、また多くの人が集まる交

流の場として大きな役割を果たす、まさに「地域コミュニティのよりどころ」で

あるとの認識のもと、地域が一丸となった商店街のにぎわい再生を図ります。 

 世界水準の山岳高原リゾートを目指し、「観光の担い手としての経営体づくり」、

「観光地域としての基盤づくり」、「世界から観光客を呼び込むインバウンド戦

略」に取り組むとともに、人々の行動や価値観の変化、社会変革を好機と捉え、

「安全・安心な観光地域づくり」、「長期滞在型観光の推進」、「信州リピータ

ーの獲得」を柱とした持続可能な観光地域づくりに取り組みます。 

《施策の展開》 

ア 農業の振興 

○ 集落営農組織等の中核的経営体の育成や、地域の実情に即した農作業の補完体制

の整備による営農の継続、都市住民の受入れなどによる新たな農業の担い手の確

保・育成を進めるとともに、ＩＣＴ等を活用したスマート農業の導入による省力

化・生産性の向上を図ります。 

○ 地域の農業者の知恵・経験・技術を活かし、伝統野菜など特色ある農畜産物の生

産販売、地域資源を活用した伝統食や農産加工品、産直など農業の６次産業化や

直売などによる地域資源の高付加価値化への取組を推進します。 

○ 都市住民に対し農業・農村の魅力を発信し、ライフスタイルに応じた農ある暮ら

しを提案するとともに、農家民宿や農家レストラン等の経営の多角化、体験学習

や修学旅行などの受入体制の整備、滞在型市民農園や体験交流施設等の整備を進

めることにより、都市住民とのつながりを深め、多様な人材を農業・農村に呼び

込み、農村コミュニティの維持・活性化を図ります。 

○ 農業・農村が有している多面的機能を将来にわたって十分に発揮するため、農地・

農業用水路・農道等の農村資源の適切な保全管理や整備、荒廃農地の解消、野生

鳥獣被害の防止等の取組を地域ぐるみで実施する体制づくりを進めます。 

○ 農業水利施設等の長寿命化対策などを着実に進めるとともに、担い手への農地集

積につながる農地の条件整備等を推進します。 

 

イ 林業の振興 

○ 公益的機能の高度発揮を目指す森林では、将来の針広混交林化や、災害に強い森

林づくり、保安林の指定等による森林の整備・保全に取り組みます。 
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○ 木材生産機能の高度発揮を目指す森林では、持続的に森林資源の供給が可能とな

るよう、林齢の多様化にも配慮しつつ主伐や植栽も取り入れた森林づくりの推進

を図ります。 

○ 森林施業の基盤となる林内路網の充実を図るため、幹線となる林道・林業専用道

の整備と併せて、低コストで耐久性のある作業道等の路網に重点を置いて整備を

推進します。 

○ 木を活かした力強い産業づくりを実現するため、施業の集約化の促進、高性能林

業機械の導入により、林業事業体の経営基盤を強化し、競争力のある林業を構築

します。 

○ 県産材の利用促進を図るため、生産から加工、流通に至る安定供給体制の整備と

木材需要の拡大、多様化に向けた対策を実施するとともに、循環型社会の構築に

向け木質バイオマスエネルギーの利用を推進します。 

○ 山村における特用林産物の生産振興を図るため、原木きのこ生産者への資材購入

支援や、生産技術向上のための研修会開催等により、特用林産物の産地形成を推

進します。 

○ 林業後継者の育成に必要な研修、林業士等の認定及び林業研究グループ・女性林

業グループの活動を促進します。（一財）長野県林業労働財団と協働して林業労

働力の確保・定着を促進するとともに、高度な技術を有する人材を養成します。 

 

ウ 水産業の振興 

○ 「信州サーモン」や「信州大王イワナ」をはじめとする地域特産魚の品質向上と

安定生産を進めます。また、実需者等からの需要に応えられるよう、養殖業者へ

の稚魚の安定供給に努めます。 

○ 漁業協同組合が地域の関係者等と連携して行う、遊漁者の多様なニーズに沿った

魅力のある漁場づくりを推進します。また、カワウ等による魚の食害を防止する

ため、漁業協同組合が行う駆除活動等への支援や、河川流域等を単位とした広域

対策を進めます。 

 

エ 地場産業の振興 

○ 地域に根差し雇用を支えている食品や木工、繊維等の地場産業の振興を図るため、

消費者ニーズに対応した商品企画、試作、デザイン、販路開拓等を支援します。 

○ 時代の変革に対応しながら継承されてきた伝統的工芸品を地域産業として振興す

るため、新商品開発や販路開拓、後継者育成・確保を支援するとともに、その魅

力や価値の情報発信に努めます。 

○ ＩＣＴを活用した農産物加工食品等のネット通販、古民家等を活用した宿泊施設、

アウトドアガイドなど農山村等における小さなビジネスの創出を支援します。 

 

オ 企業誘致の促進 
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○ 住民の安定した収入の確保と若者、女性、高齢者が喜んで働けるような就業の場

の創出・確保のため、地域の自然的、地理的条件や労働力の実情に適応した企業

等の誘致を促進します。 

○ このため、県は市町村に対し誘致情報の提供を積極的に行うなど、過疎地域等に

おける企業誘致の連携づくりに努めます。 

○ 誘致に当たっては、地域の特色を活かした製品を生産する企業、広い土地を必要

としないが収益性が高い企業、高齢者を労働力として有効に活用する企業、ＩＣ

Ｔ関連など働く場所を選ばない企業等過疎地域等の条件に適応できる企業に対象

を絞って誘致を促進します。 

○ また、地方創生の一環として、県外企業の本社機能や研究所、研修所に加え、リ

ゾートテレワークやサテライトオフィスの誘致にも取り組みます。 

○ 既存企業の増設・新設等への支援、窓口やサテライトオフィス等の整備のほか、

誘致企業に対する税制上の優遇措置について、引き続き講じていきます。 

 

カ 創業・事業承継の促進 

○ 各地の特色ある独自の地域資源等を有効活用した新たな事業活動を促進するため、

総合的な相談体制の整備、専門家の派遣、創業事例の情報提供等を通じた支援を

実施するとともに、創業後の経営や円滑な事業継承に対しても支援します。 

○ さらに、創業者の事業推進を円滑に進めるため、創業予定者や創業後の企業に対

しても、研究開発型創業支援施設を提供するとともに、工業技術総合センターの

技術や設備を活用して、技術開発面等での創業支援を行います 

 

キ 商業の振興 

○ 商工業支援団体等と連携し、商業診断や経営研修等を実施するなど、個店の魅力

アップ及び人材育成を行うとともに、空き店舗を活用した取組や、コワーキング

スペース、ゲストハウス等の運営といった地域内と移住者を含めた域外の人が集

うことができるコミュニティの拠点となるような取組を支援することにより、商

店街を中心とした過疎地域等のまちづくりを進めます。 

○ また、地域における消費の下支えをするとともに、消費者ニーズに対応した品揃

えや、地域の消費者に対するきめ細かなサービスを持続的に提供できる仕組みの

構築に取り組むなど、地域住民の日常ニーズに十分に対応できる商業の振興に努

めます。 

 

ク 情報通信産業の振興 

○ 地域内でのＩＴ人材の育成と地域外のＩＴ人材の誘致により、多様で優秀なＩＴ

人材の集積を促し、情報通信産業の振興を図ります。 

○ アイデアや情報、技術知識の交換を通じた研究開発やオープンイノベーションの

実践による生産性の向上に取り組みます。 
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ケ 観光又はレクリエーション 

○ 「観光の担い手としての経営体づくり」では、（一社）長野県観光機構と連携し

て広域型ＤＭＯ・ＤＭＣの形成や将来を担う人材の育成などに取り組みます。 

○ 「観光地域としての基盤づくり」では、地域の多様な主体が参画して地域のスト

ーリーに従い、「稼ぐ」基盤となるまちづくりや二次交通・情報インフラの充実、

観光ブランドの形成などに取り組みます。 

○ 「世界から観光客を呼び込むインバウンド戦略」では、ハード・ソフト両面から

インバウンド受入体制の強化などに取り組みます。 

 

 

３ 地域における情報化                     

（１）現状と課題 

ア ＤＸの普及による情報通信技術の利用機会の格差是正 

《現状・成果》 

 県内では超高速ブロードバンド利用可能人口率は 99.8％(令和２年３月末時点)

に達していますが、個別にみると依然として未整備の箇所が残っています。 

 このため、超高速ブロードバンドがユニバーサルサービスになるよう制度改正を要

請しています。 

 県と市町村を相互に接続する高速情報通信ネットワークとして平成 19 年に運用を

開始した「情報ブロードウェイながの」は、安定運用の確保とともに、ＩＣＴ利活

用の促進につながる整備が求められています。 

 また、本県の一部地域で５Ｇの商用利用が始まりました。 

《課題》 

 超高速ブロードバンド利用可能人口率は99.8％(令和２年３月末時点)であるものの、

利用している世帯は、82.6％(令和元年９月末時点)となっており、更なるブロード

バンドサービスの利用促進が課題となっています。 

 今後は、ＩＣＴを利活用して様々な社会的課題の解決を図る先駆的な取組や手法、

成果等を県全体で共有し、本県の強みや特徴を最大限活かしていくことが求められ

ています。 

 

イ 住民生活の利便性向上 

《現状・成果》 

 県においては、県立高校でのＡＩ教材を用いた学びの自立化・個別最適化や教員

の働き方改革を図る取組や、ドローンや航空レーザ計測を用いて取得したデー

タとＩＣＴの活用により、森林管理と林業経営の最適化と効率化を図るスマー

ト林業などの取組を進めています。 
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 また、県内過疎市町村等においても、国の「地方版ＩｏＴ推進ラボ」に選定され

た伊那市や、世界インテリジェント・コミュニティトップ 21 に選定された塩

尻市など、国や民間のリソースなどを利活用して地域課題を解決する先進的な

実証実験プロジェクトが数多く実施されています。 

《課題》 

 これらの先進的な取組の成果等について、過疎市町村等を含む県内全域に社会

実装していくためには、デジタル人材の育成・誘致及びＩＣＴの利用側での更な

る工夫により、導入や運用に係るコストを低減させ、費用対効果を大きくするこ

とが求められます。 

 

ウ 産業の振興 

《現状・成果》 

 ＡＩやＩｏＴ、ＲＰＡ等の先端技術の中小企業等における利活用を促進するこ

とで、県内産業の生産性向上が期待されますが、県内企業の先端技術の導入は十

分には進んでいません。 

《課題》 

 先端技術導入が進まない背景としては、効果が具体的にイメージできず、導入を

躊躇する企業等が多いことが課題と考えられます。 

 また、製造業のみならず多様な分野における先端技術の利活用促進が必要とな

ります。 

 

エ 地域公共交通の活性化・再生 

《現状・成果》 

 地域交通事業者の収益の悪化や運転手不足により現在の交通体系の維持が困難

になっています。 

 一方、高齢化の進展に伴い地域の足を確保する必要性は増しています。 

 既存バス路線の現状・課題を診断するカルテを作成し、地域ごとに公共交通の最

適化に向けた検討を行っています。 

《課題》 

 地域公共交通の在り方の議論について、勘や経験に頼らない必要なエビデンス

データの収集・分析からの検討や、今までなかった交通モードの積極的な取込み

を図る必要があります。 

 

オ 物流の確保 

《現状・成果》 

 高齢化による後継者不足に加え、過疎化による需要減少により地域の商店の店

舗数が減少しており買物環境の悪化が懸念されます。 
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 小売業者や商店街等が県内で実施している買物環境向上支援事業に関する情報

を収集し、市町村等の支援策の参考資料として情報提供しています。 

《課題》 

 人口の少ない地域での買物環境の維持・向上に向けては、移動販売や宅配、買い

物代行、送迎、ネットスーパー等の手法が考えられ、これらの効率的な運用が課

題となっています。 

 ＩＣＴの利活用により無駄のないロジスティックスを実現し、高度化された物

流機能により産業競争力の向上を図る必要があります。 

 

  カ 医療の充実 

《現状・成果》 

 ネットワークの活用による診療情報等の共有が図られ、専門医がいる高度医療

機関からの情報を受けられる仕組みづくりが進んでいます。 

 コロナ禍にあって、時限的・特例的対応として初診からのオンライン診療が開始

されています。 

《課題》 

 過疎地域等において、通院に係る患者負担を軽減するため巡回診療が行われて

いるところですが、更に限られた医療資源を有効活用するため、ＩＣＴの利活用

により質の高い医療を効率的に提供する環境を整備する必要があります。 

 

キ 教育の充実 

《現状・成果》 

 令和元年６月に「学校教育の情報化の推進に関する法律」が公布・施行され、全

ての児童生徒がその状況に応じて効果的に教育を受けることのできる環境の整

備を図るため、学校教育の情報化の推進に向けた施策を総合的かつ計画的に推

進することとされました。 

 令和３年度に県内全ての小学校及び中学校において、整備が進んだ１人１台Ｐ

Ｃを活用した学習がスタートしました。 

 これにより、ＩＣＴ環境の地域間格差解消が図られてきています。 

《課題》 

 デジタル教科書や全国学力・学習状況調査へのＣＢＴの導入などが検討されて

おり、ＩＣＴは文房具と同様に教育現場に必要不可欠なものとなってきていま

す。 

 教員のＩＣＴ指導力については、これまでの取組により改善が図られてきてい

るものの、課題も残っています。 

 新学習指導要領の実施に向け、児童生徒の情報活用能力を育成する必要性はま

すます高まっており、各教科や総合的な学習の時間等で体系的に取り扱うこと

が求められています。 
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ク 電気通信施設の整備 

《現状・成果》 

 非常災害時の情報伝達手段として、県機関と市町村を結ぶ長野県防災行政無線

（衛星系）を H27～29に整備しました。市町村においても、防災行政無線等の通

信手段が整備されました。 

《課題》 

 過疎地域等は全般的に山間へき地に位置し、急峻な地形や脆弱な地質の地域を

多く抱えており、災害発生の要因が高いことから、非常災害時の情報伝達手段と

して、防災行政無線の他様々な通信手段の整備が重要です。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

新型コロナウイルス感染症などの前例のない危機にも対応できるように、Society5.0 

時代を見据えて、県全域のＤＸを行うことで５Ｇなどのインフラ整備を促進し、本県

を、県民や地場企業に加えて、県外の人や企業にとっても魅力的な地域にします。 

 行政手続等のオンライン申請や、各種決済のキャッシュレス化の推進、住んでい

る地域にかかわらず、質の高い教育や医療などのサービスを享受できる環境づく

り等により、県民にとって魅力的な地域にします。 

 ＩｏＴや遠隔操作等によるテレワークの促進、ＡＩ等の活用による地域の課題解

決とイノベーションの創出等により、地場企業にとって魅力的な地域にします。 

 ＩＣＴとデータの活用による多様で柔軟な働き方が実現できる環境づくり、デジ

タル人材の確保・育成等により、県外の人・企業にとって魅力的な地域にします。 

《施策の展開》 

ア ＤＸの普及による情報通信技術の利用機会の格差是正 

○ 過疎地域等の抱える様々な課題に対し、ＩＣＴを活かした施策の展開を図ります。 

○ また、これらによりＩＣＴ利活用のニーズを拡大し、情報通信インフラの充実と

未整備箇所の解消を後押しします。 

○ 通信事業者と連携しながら国へ要望し、情報通信インフラの整備を促進します。 

○ 多様な団体等と連携して、全ての県民がデジタル技術の便益を享受できるように

支援を行う仕組みを検討します。 

 

イ 住民生活の利便性向上 

○ 時と場所を問わず全ての行政手続をオンラインで行え、一度の申請で関係する手続

を全て行うことができる環境整備を促進します。 

○ そのために、行政事務を“紙”主体から“電子”主体へ転換し、県と市町村のＤＸ

に向け、行政における共通作業をデジタル化します。 
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○ 住民サービスの多くを担う市町村のＩＣＴ利活用を促進するため、先端技術活用推

進協議会を通じた検討を実施します。 

 

ウ 産業の振興 

○ 先端技術に関する相談対応や普及啓発、ＩＴベンダーとのマッチング支援、導入

費用の支援等を行うことで、県内産業の先端技術の導入を促進します。 

 

エ 地域公共交通の活性化・再生 

○ 地域の交通の状況を定量データで整理し、生活圏単位での移動を関係者と協議す

る材料として活用します。 

○ 高齢者をドアツードアで輸送できるタクシーの定額利用や、ＡＩを活用したデマ

ンド交通と貨物輸送の実施に向けた検討を進めます。 

○ ＭａａＳのほか、自動運転やＡＩを利活用した実証実験の情報などを様々な業種

の関係者と協議することで、利便性が高く、かつ、新しいビジネスモデルとして

の交通サービス提供を目指します。 

 

オ 物流の確保 

○ 移動販売、宅配、買物代行、送迎、ネットスーパー等の取組を支援するとともに、

ＩＣＴを活用した効率的な運用を促進します。 

○ ＡＩ、ＩｏＴ等の新技術をサプライチェーン上に組み込み、一層の物流生産性の

向上を図ります。 

 

カ 医療の充実 

○ 過疎地域等の診療を支援するため、遠隔診療やネットワークの活用による診療情

報共有等のＩＣＴ活用について推進を図ります。 

 

キ 教育の充実 

○ 令和３年４月に設置した「長野県ＩＣＴ教育推進センター」を中心に、全県的な

ＩＣＴ教育の推進を図ります。 

○ 文部科学省の「ＧＩＧＡスクール構想」事業を活用し、市町村とも連携しながら

「１人１台環境」実現に向けて着実に整備を進めていきます。併せて、「１人１台

環境」における授業スタイル、オンラインによる家庭学習の支援や教員のＩＣＴ

活用指導力向上に向けた研究を行います。 

○ 令和３年度は、子どもたち全員がクラウドによる「同時共同編集」ができるよう

になることを目標として設定しており、今後も、市町村教育委員会と学校が連携

しながら「①管理・運用の基本ルールの確認」、「②クラウド利用に当たってのネ

ットワーク整備やアカウント管理」、「③組織・支援体制の整備」、「④ＩＣＴの効

果的かつ安全・安心な利用」、「⑤教職員の研修や家庭・保護者等への情報提供」、
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「⑥広報を含む情報発信」等を進めます。 

 

ク 電気通信施設の整備 

○ 防災行政無線については、県機関と市町村を結ぶ通信手段を引き続き確保してい

きます。 

○ 市町村では、住民に対して必要な情報を正確かつ迅速に伝達するため、防災行政

無線の他様々な通信手段を整備していきます。 

 

 

４ 交通施設の整備、交通手段の確保                

（１）現状と課題 

ア 道路網の整備 

ⅰ 国・県道及び市町村道の整備 

《現状・成果》 

 過疎地域等は人口減少・少子高齢化の進展や厳しい財政状況などにより、他の

地域に比べ道路網の整備が遅れています。 

 過疎地域等と都市部等との連絡を強化するための道路や、過疎地域等の活性化

に資する道路について整備を進め、着実に進展が図られてきました。 

《課題》 

 過疎地域等の生産機能や生活環境の整備等を進展させ、持続的な発展を目指す

上で、交通機能の確保及び向上が喫緊の課題となっています。 

 

ⅱ 農道の整備 

《現状・成果》 

 過疎地域等は、地形条件が厳しく、農道を含めた農業生産基盤の整備が他地域と

比べて遅れています。 

 過疎地域等においては、農作物の集出荷のための道路整備のほか、集落間の連絡

道路を整備することにより、生活環境の向上や農村の活性化を図ってきました。 

《課題》 

 整備済の農道について、重要構造物の耐震化や長寿命化のための対策を計画的

に進め、生活環境基盤の維持を図っていくことが課題となっています。 

 

ⅲ 林道の整備 

《現状・成果》 

 「森林づくり指針」に基づく林道･作業道の計画延長は概ね計画通り進捗して

います。 
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 また、「インフラ長寿命化計画」に基づく、トンネル、橋梁等の重要構造物の

個別施設計画は全箇所策定済です。 

《課題》 

 森林整備の基盤となる林道等の開設延長の増、既設林道の老朽化対策、また近

年激甚化する災害に対し強靭な林道整備が必要となっていますが、それらに必

要な経費が、市町村の財政を圧迫しています。 

 

イ 公共交通機関の確保 

ⅰ バス路線等の確保 

《現状・成果》 

 県では、地域交通の最適化に向けた取組を進める市町村を支援するため、交通

やＩｏＴ等多様な分野の専門家を派遣する等、地域の生活交通の維持・存続を

図ってきました。 

《課題》 

 県内乗合バスの利用者数は、引き続き減少している一方で、コミュニティバス

やデマンド交通等の運行経費は年々増加し、過疎市町村の財政を圧迫していま

す。 

 高齢者の運転免許の返納など移動に困難を生ずる人が年々増加する中、その受

け皿として移動手段を確保することがますます重要な課題となっており、各地

域において、市町村、事業者、住民が連携して地域の実情に応じた交通システ

ムを再構築する取組が引き続き求められています。 

 

ⅱ 鉄道 

《現状・成果》 

 県内の鉄道路線は、北陸新幹線のほか、ＪＲ在来線７線、民営鉄道５線が運行

されており、過疎地域等住民の重要な交通手段となっています。 

 リニア中央新幹線については、2011年に整備計画が決定され、ＪＲ東海が営業

主体及び建設主体に指名されました。また、2014年10月には、工事実施計画

（東京都－名古屋市間）が認可され、2027年の開業を目指して建設が進められ

ています。なお、ＪＲ東海は、リニア中央新幹線の大阪市までの開業を2045年

と予定しています。 

 北陸新幹線は、2015 年３月に長野・金沢間が延伸開業しました。現在はコロ

ナ禍により利用者は減少しているものの、延伸前と比べて利用者は大幅に増加

しており、大きな効果をもたらしました。 

《課題》 

 本格的な人口減少時代の到来による利用者数減というかねてからの課題に加

え、新型コロナウイルス感染症の影響により移動に対する需要は大きく変化し

ており、感染収束後も鉄道を取り巻く経営環境は厳しいものと予想されます。 
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ⅲ 空港 

《現状・成果》 

 信州まつもと空港ではフジドリームエアラインズにより、平成22年６月から福

岡線、札幌（新千歳）線の運航が開始されました。 

 令和元年10月には神戸線が就航し、現在は福岡線２往復、札幌（新千歳）線１

往復、神戸線１往復が毎日運航されています。また、季節便として大阪線及び

札幌（丘珠）線が運航されています。 

   《課題》 

 信州まつもと空港が県内と全国各地を結ぶネットワーク機能を将来にわたって

発揮し続けるために、利用者の確保と利便性の向上が求められています。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 過疎地域等と生活圏の中心都市等を結ぶ道路網の整備を進め、都市との時間距離

の短縮を図るとともに、一層の交流促進に努めます。 

 過疎地域等と県内外の各地域との交流の拡大を図るため、高規格道路等の整備を

進めます。 

 幹線道路網及び地域内道路網について、優先度、緊急度等を考慮し、計画的・効

率的な整備を進めます。 

 地域内の集落間を連絡するなど、住民生活に密着した主要な生活道路について、

県道と市町村道の一体的な整備を進めます。 

 過疎地域等においても住民が安全・安心して生活できるよう、県主導により、地

域公共交通の最適化に向けた取組を推進するとともに、鉄道の輸送力強化と利便

性の向上を促進します。 

 過疎地域等と都市との交流を拡大し、地域振興に資するため、関係団体等との連

携により、北陸新幹線及びリニア中央新幹線の建設促進並びに信州まつもと空港

の利用促進を図ります。 

《施策の展開》 

ア 道路網の整備 

ⅰ 国・県道及び市町村道の整備 

○ 整備に当たっては、豊かな自然環境に配慮するとともに、地域振興を支援する

道路や福祉関係施設へのアクセス道路及びスクールバス・福祉バス路線等の重

要性を勘案し、地域の実情に応じた道路網の整備を推進します。 

○ 過疎地域等と県内の中核都市又は生活圏の中心都市との連絡強化、及び高規格

道路のインターチェンジや鉄道駅ヘのアクセスを確保するため、一般国道と主

要な県道等の整備を進めます。 

○ 県内の主要都市及び県外との交流を促進するため、中部横断自動車道、中部縦貫
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自動車道、三遠南信自動車道の整備促進を関係機関に働きかけるとともに、松本

糸魚川連絡道路、伊那木曽連絡道路、上信自動車道等の整備を推進します。 

○ 基幹的な市町村道については県代行制度の活用により整備を図ります。 

○ 山間部の落石等危険箇所等の防災対策を進めるとともに、積雪地域の冬期交通

の安全確保に努めます。 

 

ⅱ 農道の整備 

○ 既設農道について、重要構造物の耐震化や長寿命化のための対策を計画的に進

めていきます。 

○ 集落内の道路については、市町村と連携し、生活環境基盤等の維持を図るための

整備を進めていきます。 

 

ⅲ 林道の整備 

○ 過疎地域等における森林整備で基幹的な林道の開設については、県代行制度の

活用を図ります。 

○ 既設林道の老朽化対策については、林道管理者が策定した個別施設計画に基づ

き、実施していきます。 

 

イ 公共交通機関の確保 

ⅰ バス路線等の確保 

○ 住民生活に最も身近な公共交通機関であるバス路線等については、過疎地域等

において、高齢者、児童生徒、障がい者など他に移動手段を持たない者の日常

生活に支障が生ずることのないよう、地域の状況に応じたバス路線等の維持や

利便性の確保を図ります。 

○ 過疎地域等において運行が困難になっている広域的幹線バス路線を維持するた

め、引き続き助成措置を講ずるとともに、市町村、事業者、住民と連携しなが

ら持続可能な交通システムの再構築につながる取組を促進します。 

 

ⅱ 鉄道 

○ 鉄道は、地域の重要な広域的交通手段であることから、安全で安定した運行の

確保を図るため、国の支援制度を活用しつつ、市町村とも協力し、設備投資等

に対する助成措置を継続します。また、輸送力の強化や利便性の向上等を図る

ため、沿線市町村、関係団体等と連携して、関係機関に働きかけます。 

○ 北陸新幹線について、敦賀延伸を令和５年度までに確実に実現するとともに、

大阪まで早期全線開業を図るよう、沿線都府県等と連携して、関係機関に働き

かけます。 

○ リニア中央新幹線については、国家的プロジェクトとして地域振興に寄与する

ものと期待されることから、今後も沿線都府県や県内関係市町村等と一体とな
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って、リニア中央新幹線の早期実現を働きかけるとともに、経済的効果や利便

性がより広範囲にわたるよう、地域とともにリニア中央新幹線を活かした地域

振興の取組を推進します。 

 

ⅲ 空港 

○ 本県唯一の空の玄関口である信州まつもと空港発着の定期便が、将来にわたっ

て安定的に運航していくために、市町村・経済団体と連携して、利用促進に取

り組むとともに、安全な空港運営に努めます。 

 

５ 生活環境の整備                        

（１）現状と課題 

ア 水道施設の整備 

《現状・成果》 

 地形的に分断されており、山間部に点在する集落ごとに水道事業が展開されてき

たことから、小規模水道事業が多数点在しています。 

 水道事業の母体を大きくすることにより効率的な事業の運営を図るため、上水道

事業への統合や簡易水道事業同士の統合を進め、簡易水道事業数は平成 27年度末

の 222事業から令和２年度末には 124事業まで減少しています。 

《課題》 

 小規模で経営基盤の脆弱な水道事業が多い中で、給水収益の減少、水道施設の老朽化

の進行や耐震化の遅れ、人材不足等、多くの課題に直面しており、将来にわたり安全

な水の安定供給を続けていくためには水道事業の基盤強化を図ることが必要です。 

 

イ 下水処理施設の整備 

《現状・成果》 

 快適な生活環境と良好な水環境の保全のため、下水処理施設等（下水道、農業集落

排水施設、浄化槽等）の整備を積極的に進め、特に過疎地域等で一定の要件を満た

す町村については、過疎代行により県でも整備を進めてきました。 

 全県の汚水処理人口普及率は 98.1％（令和元年度末）に達し、順調に整備成果が

上がっています。 

《課題》 

 全域過疎地域の市町村の普及率は 94.4％と、全県の値と比較するとやや低い状況

です。 

 引き続き未普及地域の整備を進めるとともに、人口減少・技術者不足等に対応し、

施設のより効果的な整備、改築等の支援を行う必要があります。 

ウ ごみ処理施設、し尿処理施設、一般廃棄物の最終処分場の整備 
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《現状・成果》 

 過疎地域等を含む市町村の財政基盤脆弱化等の理由から、廃棄物処理施設の老朽

化が進んでいます。 

 「長野県ごみ処理広域化計画」等に基づき、地域ブロック間の広域化集約化に係る

見直しを図りました。 

 焼却施設の数については、平成 10年度の 33施設から比較すると、現在は 17施設

まで減少しています。 

《課題》 

 更なる広域化集約化を図り、処理施設の広域的整備を促す等、過疎地域等を含む市

町村の負担を軽減していく必要があります。 

 

エ 消防・救急体制の整備 

《現状・成果》 

 過疎地域等においても、消防については全ての市町村が常備化されており、消防救

急体制については整備が進められてきました。 

 消防・救急施設については計画的に整備が進められており、消防力の整備指針及び

消防水利の基準に基づき徐々に整備されてきています。 

《課題》 

 依然として消防ポンプなどの消防設備や防火水槽をはじめとする消防水利の整備

が遅れている地域も見られます。 

 一方、若年層の流出、少子高齢化、就業構造の変化や住民意識の多様化などにより、

地域の消防防災活動の要である消防団員は年々減少しており、新たな団員の確保

が難しくなっているなど、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に課題を抱

えている状況です。 

 

オ 住環境の整備・景観形成の促進 

《現状・成果》 

 過疎地域等においては、社会基盤整備は進みつつあり、住環境の水準は向上してき

ています。 

 県内の 25市町村（令和２年度末）が景観行政団体に移行し、独自の計画の下で景

観形成を進めています。 

《課題》 

 高齢者比率が高いことから、高齢者の生活、介護を支える住宅の整備など、安心し

て生活できる住環境づくりが課題です。 

 若年者比率が低いことから、バランスの取れた人口構成となるような住環境づく

りが求められています。 

 ふるさとに住みたいなどＵＩＪターン者の定住化の傾向が見られつつあり、農村

環境、自然環境といった地域の特性を活かした魅力的な住環境の整備が必要です。 
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 景観に支障が生じている太陽光発電施設等の建設事例等に対し、適切な指導を行

い、良好な景観育成を進めていく必要があります。 

 

カ 安全なまちづくりの推進 

《現状・成果》 

 特殊詐欺被害に関して、コンビニエンスストアに対する協力依頼等の推進により、

店員による被害防止活動が増加しました。 

 また、被害防止対策の広報啓発や防犯カメラ設置促進事業等により地域の自主防

犯活動を支援して官民一体の防犯活動を推進することにより、地域全体で犯罪を

抑止する意識を醸成しています。 

 過疎地域等には、地域住民の利便性や事案発生時における初動対応を考慮して駐

在所を配置しています。駐在所の警察官は、パトロールや巡回連絡等を通じて、

地域住民の意見・要望等に応えるべく、地域の実態を把握し、その実態に即した

活動を行っています。  

《課題》 

 高齢者が対象となる預貯金詐欺等の特殊詐欺は依然として発生していることから、

有効な電話対策や特殊詐欺対策機器の普及を推進する必要があります。 

 地域の防犯ボランティアの高齢化や次世代への継承が困難な状況にあり、地域住

民等による防犯ボランティア活動を将来にわたり持続可能なものとするための支

援活動を促進する必要があります。 

 高齢者の交通事故は、発生件数、死者数、負傷者数とも減少傾向ですが、死者数

全体に占める高齢者の割合が依然高いことや、高齢運転者による重大事故が頻発

している実態を踏まえ、高齢者の特性を踏まえた交通安全教育、広報啓発及び運

転免許を自主返納しやすい環境の整備が必要です。 

 

キ 災害に強い県土づくりの推進 

《現状・成果》 

 これまで、住民の安全・安心を確保するための基盤整備など、防災・減災への対

策を進めてきました。 

《課題》 

 県内は、急峻な地形、もろい地質などの自然条件に加え、数多くの活断層、火山

等を有し、風水害、地震、火山災害等による大きな被害が懸念されることから、

災害に強い安全な県土の形成を図るため、引き続き、防災・減災対策を推進する

必要があります。 
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（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 快適な生活環境の形成を図るため、水道施設、下水処理施設、ごみ・し尿処理施

設、一般廃棄物の最終処分場等の生活環境施設の整備を推進します。 

 水道施設については、小規模水道の整備統合により事業基盤の強化を図るととも

に老朽化施設の更新や耐震化を計画的に行うよう支援します。 

 下水処理施設については、小規模下水処理施設、浄化槽等地域の実情に応じた施

設の整備・管理を促進します。 

 消防・救急施設については、消防施設の計画的な整備と、救急体制の確立を図る

とともに、常備消防の広域化を推進します。 

 さらに、地域における消防防災活動の中核として重要な役割を果たしている消防

団の団員確保を促進します。 

 高齢者の生活に配慮し、バランスの取れたコミュニティの形成や新たな定住化に

向け、地域の特性に対応する快適でゆとりのある住宅の供給と、魅力ある良好な

住環境の整備を促進します。 

 過疎地域等の治安を確保し安全で安心な生活環境を形成するため、地域における

自主防犯活動への支援を強化するとともに、警察官によるパトロール活動の強化

や巡回連絡等の活動を通じた犯罪・事故・災害の防止に資する指導・助言及び情

報発信活動を強化します。 

 近年発生した大雪、土石流、火山噴火、地震などの災害から得られた教訓を活か

し、災害に強い県土づくりを目指して、防災・減災対策を積極的に推進します。 

《施策の展開》 

ア 水道施設の整備 

○ 水道事業の基盤強化に有効な方策である広域連携を推進するため、令和４年度末

を目途に今後取り組む広域連携策を水道事業者と協議し、「水道広域化推進プラン」

を策定します。 

○ 水道施設整備に係る国庫補助等の活用を水道事業者に助言や指導等行い、老朽化

施設の更新や耐震化を計画的に進めます。 

 

イ 下水処理施設の整備 

○ 公共下水道、農業集落排水施設、浄化槽等の整備をそれぞれの特性を踏まえ、地

域の実情に適した方法で計画的、効率的に推進するとともに、下水処理施設や農

業集落排水施設への接続を促進します。 

○ 財政力が十分でないなどの一定要件を満たす市町村については、処理場や幹線管

渠等の整備に関する県代行制度の活用も検討していきます。 

○ 全県の汚水処理人口普及率は 98.1％（令和元年度末）に達し、「整備促進の時代」

から持続可能な「管理経営の時代」への転換を迎えています。このため、平成 27 
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年度に策定した「水循環・資源循環のみち 2015」構想の見直しの中で、人口減少・

高齢化時代に即した下水道処理の広域化・共同化計画を策定し、安定した事業経

営及び、より効率的な生活排水処理施設の整備・管理を進めます。 

 

ウ ごみ処理施設、し尿処理施設、一般廃棄物の最終処分場の整備 

○ 各地域の実情や特性を踏まえた上で、更に広域化・集約化を推進し、施設整備・

維持管理の効率化や施設の長寿命化・延命化を図ります。 

○ 災害対策の強化として、地域の防災拠点とするため、廃棄物処理施設に係る浸水・

耐震対策等を推進します。 

○ 建設・維持管理コストの低減及びエネルギーの効率的な利活用の観点から 100 ト

ン／日以上の全連続燃焼式のごみ焼却施設の設置の可能性の検討を行います。 

 

エ 消防・救急体制の整備 

○ 消防・救急施設などの整備については、広域市町村圏等の整備計画と整合を図り

ながら、計画的な整備を促進し消防力を充実強化するとともに、耐震性貯水槽を

はじめとする消防水利についても整備を促進します。 

○ 複雑多様化する災害、高度化する救急業務等への対応力を強化するため、 常備消

防の広域化や高規格救急自動車等の導入により消防体制の充実強化を促進すると

ともに、消防防災ヘリコプターを活用した迅速かつ広域的な消防・救急体制の整

備を推進します。 

○ 消防団については、大規模災害などに対処するための消防施設の整備に加え、消

防団への加入促進のための普及啓発活動に取り組むとともに、魅力ある消防団づ

くりを推進し、消防団員の確保と処遇改善を促進します。 

 

オ 住環境の整備・景観形成の促進 

○ 過疎地域等における高齢化に対応するため、保健・医療・福祉施設と連携した住

環境の整備を促進するほか、高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく施策

や住宅のバリアフリー化に対する助成などにより、高齢者が安心して居住できる

住まいづくりを推進します。 

○ 過疎地域等の豊かな自然環境や独自の文化に魅力を感じ、定住を希望して営農や地

域産業に従事するＵＩＪターン者などを支援するため、既存住宅の活用などにより

農山村地域の良好な自然環境と調和した住環境の整備と持家取得を支援します。 

○ 住生活基本計画などに基づき、市町村との連携を図りながら、公営住宅や子育て

世帯向け地域優良賃貸住宅など、過疎地域等の実情を踏まえ、地域の活性化に資

する適切な公共賃貸住宅の建設・改善を推進します。 

○ 地震などの自然災害による住宅等の倒壊から住民の生命及び財産を守るため、既

存住宅等の耐震化の強化を図るとともに、がけ崩れや地滑り等のおそれのある危

険な場所から安全な土地への住宅移転を促進します。 
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○ 豊かな自然や農山村の営みなどにより形成されている美しく良好な景観を守り育

てていくために、住民による自主的な保全・育成活動を支援し、地域の特性を活

かした魅力ある景観づくりを促進します。また、景観条例に基づく届出行為につ

いて、市町村と連携を図りながら適切な指導を実施します。 

 

カ 安全なまちづくりの推進 

○ 高齢者が被害者となる特殊詐欺をはじめとした各種事犯及び高齢者の関与する交

通事故を未然に防止するため、地域における防犯体制の拡充と持続的な防犯ボラ

ンティア活動に対する支援を強化します。 

○ 駐在所等の警察官によるパトロール活動の強化、高齢者世帯や独居老人宅等に対

する巡回連絡等を通じた電話対策、防犯・交通安全指導、交通安全教育、ミニ広

報紙等による積極的な情報発信活動を推進します。 

 

キ 災害に強い県土づくりの推進 

○ 近年発生した大雪、土石流、火山噴火、地震などの災害から得られた教訓を活か

し、住民の安全・安心を確保するための基盤整備など、災害に強い県土づくりを

目指して、防災・減災対策を積極的に推進します。 

 

 

６ 子育て環境の確保、高齢者等の保健・福祉の向上・増進      

（１）現状と課題 

ア 子育て環境の確保 

《現状・成果》 

 市町村は、幼児教育・保育の実施主体として、５年間ごとの教育・保育の量や質

の向上を定めた、「市町村子ども・子育て支援事業計画」を策定しています。市町

村は、この計画に基づき、教育・保育施設を利用する子どもの家庭だけでなく、

在宅の子育て家庭も含む全ての家庭及び子どもを対象として、「地域子ども・子育

て支援事業」の実施により、地域のニーズに応じた多様かつ総合的な子育て支援

の充実を図っています。 

 県はこの計画に基づく市町村の取組を制度面、財政面で支援しています。 

 「地域子ども・子育て支援事業」には子育てに関する悩みや困りごとを解決する

利用者支援の他、放課後児童クラブ、延長保育、一時預かり、病児保育等があり

ます。 

 母子保健対策の推進として、平成 29年４月の法定化により、市町村における「子

育て世代包括支援センター」の設置が努力義務とされました。県では、信州母子

保健推進センターが中心となり、市町村に対して設置・運営に関する支援を行い、

令和２年度末までに 59市町村（76.6％）が設置に至っています。 
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 市町村では、子育て世代包括支援センターを中心に、全ての妊産婦及び乳幼児の

実情を把握し、関係機関との連絡調整のもとに相談に応じ、必要な情報提供、助

言、保健指導を行う等のサービスを実施しています。 

《課題》 

 過疎地域等では少子化により子どもの数が減少し、定員を大きく下回る保育所や

休園している保育所が出ています。しかし、過疎地域等においても女性の就業率

の上昇などにより、特に３歳未満児の保育ニーズがあり、未満児保育や延長保育

等の保育ニーズに対応する必要があります。 

 一方で、少子高齢化による家族形態の変化や就労形態の多様化などで、子育ての

環境が大きく変化する中、妊娠・出産・子育てに不安を感じる保護者は増加して

おり、引き続き相談支援体制の整備が必要です。 

 小規模町村においては相談支援に係る資源とマンパワーが限られ、支援体制の構

築、スキルアップが課題となっています 

 

イ 高齢者の保健及び福祉の向上及び増進 

《現状・成果》 

 本県は、全国有数の健康長寿県となっています。一方、高齢者数・高齢化率は一

貫して増加傾向にあり、令和２年 10 月時点で高齢者数は 65 万１千人に、高齢化

率は 32.3％に達しました。今後も高齢化は進行し、令和 22 年（2040 年）頃まで

高齢者数の増加、高齢化率の上昇が続く見込みです。 

 高齢者の生活を社会全体で支える介護保険制度は、平成 12 年のスタートから約

20年が経過し、過疎地域等を含む県内の介護サービス提供基盤の整備が進み、高

齢者の安心を支える仕組みの一つとして社会に定着してきました。 

 効果的な介護サービスの提供等により、要介護認定率は全国的には上昇傾向であ

るのに対して、本県は令和２年 10月時点で 17.2％であり、平成 26年をピークに

近年は低下しています。 

 また、性別・年齢調整を行った認定率も低下傾向で、令和元年度末時点で 13.9％

となっており、全国で２番目の低さを維持しています。 

 保健補導員や食生活改善推進員等の住民組織による地域保健活動が活発で、健康

教育・健康相談等の充実とともに、県民の健康意識の高揚が図られています。 

《課題》 

 過疎地域等を含めて、人口が減少する中での高齢者数の増加を見据え、介護予防

の推進や、生活支援サービスの充実、医療・介護の連携強化を進めていく必要が

あります。 

 これからの過疎地域等を活力あるものにしていくためには、高齢者の積極的な社

会参加と地域の支え手としての活躍が不可欠です。高齢者が培ってきた知識や経

験を社会参加や仕事で活かす「人生二毛作社会」実現に向けて、高齢者が活躍で

きる仕組みづくりが必要です。 
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ウ 障がい者の福祉の向上及び増進 

《現状・成果》 

 高齢化率が上昇する中で、障がい者の重度化・高齢化等が進んでいます。障がい

者が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、第４期・第５期障害福祉計

画において県内 10圏域に地域生活支援拠点等を整備し、障がい者の居住を地域全

体で支える体制を構築しました。 

《課題》 

 地域コミュニティや地域で活動する実践者等の経験を活かして、障がい者や認知

症高齢者等を日常的に見守り、生活支援を行う人材の確保・養成など、過疎地域

等においても地域の実情に応じた更なる体制の充実・強化を図る必要があります。 

 障がい者の就労の場を確保するため、障がい者就労施設等で農福連携の取組など

を推進する必要があります。 

 権利擁護が必要な方に対して必要な支援が適切に提供されるよう、総合的な権利

擁護体制の構築が求められます。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 保育士の確保により、保育ニーズに対応するとともに、少子化に対応した保育施

設の改修等を支援します。 

 市町村が地域のニーズに応じた多様な子育て支援策を円滑に実施できるように、

市町村に対して必要な支援を行います。 

 子育ての不安や虐待などに対応するため、相談支援体制の充実・強化を図ります。 

 高齢者が「主体的に学び、健やかに」・「支え合いながらともに」・「自分らしく」

暮らせるよう、人口密度・地形・地域資源・歴史文化など地域の特性に応じなが

ら、県内全ての日常生活圏域において、医療・介護・生活支援等の各サービスが

相互に連携し、自治の力を活かして地域住民が互いに支え合う「地域包括ケア体

制」の確立を目指します。 

 市町村における高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について、研修や好事

例の横展開等を進め、令和６年度までに全ての市町村が展開できるよう支援しま

す。 

 介護人材の確保を図るために、入職促進、資質向上、定着支援（離職防止）の観

点から取組を進めます。 

 全ての市町村において子育て世代包括支援センターの設置を目指します。 

 小規模町村においても質の高い母子保健サービスが提供できるよう、地域の特性

に応じて支援します。 

 総合的な権利擁護体制の構築に向け、成年後見制度の中核機関の設置を通して成

年後見制度利用促進に取り組みます。 

《施策の展開》 
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ア 子育て環境の確保 

○ 保育士の確保については、広域的な情報収集・提供に努め、地域の保育ニーズへの

対応を支援します。 

○ 就学前の児童数の推移を踏まえて、適正規模、適正配置に配慮しながら、地域の実

情に応じて計画的に行う保育所の整備や、へき地保育所の運営を支援します。 

○ 多様な保育ニーズに対応するため、乳児保育や延長保育、病児・病後児保育などの

機能を充実します。 

○ 信州やまほいく（信州型自然保育）等、豊かな自然環境を活かした幼児教育・保育

の充実を図ります。 

○ 家庭の育児や虐待などの相談窓口の開設や電話相談等の実施、児童館・児童センタ

ーの整備、児童クラブの活動への支援を行うほか、保育所等が地域と連携し、その

専門的機能を活かして育児不安についての相談指導や一時的な保育の実施、子育て

サークルの育成などにより地域の子育て支援体制の充実を図ります。 

○ 小規模町村に対して、子育て世代包括支援センターを中心とした支援体制が構築で

きるよう、設置・運営に関して、課題に応じて個別に支援します。 

○ 子育て世代包括支援センター担当者を対象とした情報交換会、研修会によりスキル

アップを図り、全ての市町村が妊産婦や乳幼児に質の高い支援が提供できるよう支

援します。 

 

イ 高齢者の保健及び福祉の向上及び増進 

○ 高齢者やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、医

療・介護・福祉関係の多職種の相互連携、外出支援などの生活支援サービスの充実

により、医療・介護・介護予防・生活支援などの各サービスが切れ目なく提供され

る「地域包括ケア体制」の構築に向けた取組を推進します。 

○ 介護保険制度を円滑に運営するとともに、家族介護教室の開催、介護用品の支給な

どにより、家庭介護者の負担軽減を図ります。 

○ また、高齢者の必要性に応じて、質の高いサービスを十分提供し、高齢者やその家

族が住み慣れた地域で安心して生活を送ることができるよう、居宅・施設のバラン

スのとれたサービス基盤の整備、マッチングの充実や各種研修の受講支援、介護現

場の働き方改革に向けた取組を通じた介護サービス従事者の人材の確保・定着と資

質の向上を図ります。 

○ 中山間地域における通い・訪問・泊りの多機能サービスの普及を図るためセミナー

等を開催し市町村を支援します。 

○ 健康寿命延伸のため、「通いの場」を拡大し、介護予防・フレイル対策を推進しま

す。 

○ 特別養護老人ホームをはじめとする介護サービス等を提供する施設については、利

用を希望する高齢者が、その状況に応じた適切なサービスを受けられるよう、地域

の実情や広域的なニーズに応じ、関係者と調整を図りながら計画的に整備します。 

○ 元気な高齢者が、生きがいをもって住み慣れた地域で充実した生活を送ることがで
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きる「人生二毛作社会」を実現するため、（公財）長野県長寿社会開発センターが

行うシニア大学の運営や信州ねんりんピックの開催など高齢者の生きがいや健康

づくり事業の支援、シニア活動推進コーディネーターによる高齢者の社会参加の仕

組みづくりなどの取組を進めます。また、市町村老人クラブが行う社会奉仕活動を

支援します。 

○ 地域福祉コーディネーターや生活支援コーディネーター等を活用して、定期的な見

守りや生活支援活動の推進に取り組みます。 

 

ウ 障がい者の福祉の向上及び増進 

○ グループホーム等の整備による生活の場の確保や、就労支援施設等の整備などによ

る就業機会や日中活動の場の拡大を図るとともに、文化・スポーツなどの活動の場

を増やすことにより、障がい者の社会参加を促進します。 

○ 障がい者総合支援センターを中核とした相談支援体制を充実し、地域に根差したき

め細かな相談支援にあたるとともに、ホームヘルプサービスやショートステイなど

の在宅サービスの充実、生活の安定を図るための給付など、障がい者が地域で安心

していきいきと生活するための支援を推進します。 

○ 障がい者の就労の場の確保を図るために農家等と障がい者就労施設による施設外

就労のマッチングなど農福連携の取組を推進します。 

○ 障がい者や高齢者等の居住環境の改善を図るための住宅の改良への助成や、歩道の

段差解消、スロープの設置などの生活環境の整備、歩行が困難な方のための信州パ

ーキング・パーミット制度の普及促進、災害時に障がい者や高齢者の安否確認を地

域で行える体制づくりの支援など、誰もが安心して行動し、生活することのできる

バリアフリー社会の実現を目指して、福祉のまちづくりを推進します。 

○ 日常生活自立支援事業や成年後見制度の利用促進を図るとともに、権利擁護が必要

な人の早期発見、早期段階からの相談支援、意思決定や身上保護を重視した権利擁

護支援に取り組みます。 

 

 

７ 医療の確保                          

（１）現状と課題 

ア 医療従事者の確保 

《現状・成果》 

 将来を見据え、地域医療を担う医療従事者の確保・養成・定着に向けて取り組んで

いる一方で、診療所等に勤務する医師や看護師等の医療従事者の高齢化や担い手

不足が進行し、診療所の休止・閉所に追い込まれる地域が一部存在しています。 

  《課題》 

 過疎地域等の住民の医療アクセスが損なわれないように、医療従事者の絶対数の
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確保及び地域偏在の解消が求められています。 

 

イ 医療提供体制の整備 

《現状・成果》 

 へき地における継続的な医療提供に資するよう、へき地診療所及びへき地医療拠

点病院が実施するへき地に対する診療及び診療に必要な設備等の設置を支援して

います。 

 へき地医療対策の推進、市町村保健師の設置のほか、道路の整備、交通・通信手段

の発達等生活環境基盤の向上等により、無医地区、無歯科医地区は、実質的には解

消されつつあります。 

《課題》 

 今後、へき地における高齢化や人口減少が進む中で、居住する住民が住み慣れた地

域で生活を営むのに必要な保健・医療の提供体制を確保するため、引き続き、へき

地への保健・医療対策の実施が必要です。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 高齢化が進展している過疎地域等において、住民が将来にわたり安全に安心して

暮らすことのできる地域社会の実現を図るため、日常の健康管理の徹底、高齢者

に多くみられる慢性疾患に係る医療の確保、救急医療の提供体制の整備等地域医

療の確保のための事業を一層推進します。 

 過疎地域等における医療水準の向上のため、へき地診療所における初期診療機能

を充実させるとともに、へき地医療拠点病院等による地域医療の支援体制等の確

保を図ります。 

 自治医科大学卒業医師等の配置や長野県ドクターバンクによる医師の紹介・斡旋

等によりへき地勤務医師の確保を図ります。 

 今後も、保健・医療・福祉分野の連携を進めながら、広域的な観点から、医療資

源の効率的な活用を図りつつ、施策を展開します。 

《施策の展開》 

ア 医療従事者の確保 

○ 医師については、修学資金被貸与医師及び自治医科大学卒業医師の医師少数区域等

に所在する医療機関への優先的な配置や、長野県ドクターバンク求職者への診療所

勤務の紹介等により、人材確保を支援します。 

○ 看護師・保健師等の医療従事者については、看護職員修学資金被貸与者や長野県ナ

ースセンター登録者への過疎地域等に所在する診療所等勤務の紹介等により、人材

確保を支援します。 
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イ 医療提供体制の整備 

○ 無医地区等において、地域住民の医療を確保するため、へき地診療所の運営及び施

設・設備の整備を支援します。 

○ へき地診療所に医師を派遣するへき地医療拠点病院の運営に要する経費及びへき

地医療拠点病院として必要な施設・設備の整備を支援します。 

○ 無医地区等の患者の輸送手段の確保のため、患者輸送車の整備等を支援します。 

○ 過疎地域等の診療を支援するため、遠隔診療やネットワークの活用による診療情報

共有等のＩＣＴ活用について推進を図ります。 

 

 

８ 教育の振興                          

（１）現状と課題 

ア 学校施設等の整備・利活用 

《現状・成果》 

 地域の実情に応じて学校の統廃合や義務教育学校の設置など、少子・人口減少社会

に対応した学校設置が行われています。 

 過疎地域等においては、適正な規模での配置の観点から、学校の統廃合が進んでい

ます。（過疎地域等における平成 28～令和３年度の統廃合実績：７校） 

 また、義務教育学校や特別支援学校の整備等、計画的に対応を行っています。 

《課題》 

 更なる人口減少・少子化を見据え、引き続き統廃合による適正な規模での学校配置

の検討を行うことが必要です。 

 統廃合が困難な地域においては老朽化した施設の改築、非構造部材の耐震化など

安全・安心な学校施設整備や他施設との連携を検討することが必要です。 

 

イ 必要な教員の配置 

《現状・成果》 

 児童数の減少に伴い生じる小学校の複式学級を解消し、小規模校の豊かな教育環

境づくりを研究するための教員配置や、教員数の減少により中学校の音楽・技術

などを免許外で担当する教員が生じることを解消するための教員配置を行ってい

ます。（令和３年度（過疎地域等への配置）…小規模校の豊かな教育環境づくり研

究（旧複式解消）：17 校・26 人、中学校免許外教科担任解消：常勤１校・１人、

非常勤 26校・15人） 

《課題》 

 引き続き、小規模校における教育の充実を図るための環境づくりを推進するとも

に、免許外教科担任の解消に必要な教員配置を継続する必要があります。 
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ウ 体育施設、社会教育施設等の利活用・機能向上 

《現状・成果》 

 公立図書館、公民館共に、デジタル社会に対応した住民の学びに対応できる環境

が未整備な施設が多く存在しています。 

 厳しい財政状況の中、老朽化した体育施設が多く存在しています。 

 公立図書館は、複数自治体で商用データベースを共同導入するなど、広域単位で

の情報基盤整備の推進を図っています。  

 老朽化した体育施設は、今後の施設の方向性が定まり、財源が確保できたものに

ついては、改修などを実施しています。 

《課題》 

 知識基盤社会における住民の学びの機会を充実させるため、図書館や公民館などの

社会教育施設においてもＷｉ-Ｆｉの整備や住民が自由に使える各種デバイスの導

入など、デジタル社会に対応した学びの環境整備を推進していく必要があります。 

 安全で多様なスポーツ環境を確保するため、体育施設の集約化・複合化などを踏ま

えたストックの適正化など、施設の老朽化や人口構成の変化等への計画的な対応

が必要です。 

 

エ 多様な学習機会の提供 

《現状・成果》 

 公立図書館の設置が都市部に比べて少なく、住民の多様な学習要求に応えること

が難しい状況です。また、公民館等の学習講座をはじめとした、地域課題を学び、

解決に向けて取り組むための住民の学びの機会が少ないです。 

 県立長野図書館の「信州・学び創造ラボ」において、住民が自立的に多様なコミュ

ニティを形成し、自由な知的創造を行える開かれた学びの場としてのこれからの

公共図書館の在り方を実践・提案しています。 

 県生涯学習推進センターの講座において、公民館・社会教育に係る指導者や地域づ

くりの担い手の資質向上を支援しています。 

《課題》 

 地域課題を学び課題解決に向けた住民主体の活動を通して地域力を高めるため、

地域コミュニティの活動拠点である図書館、公民館などの活動を活性化させてい

く必要があります。 

 

オ 地域と共にある学校づくり 

《現状・成果》 

 子どもたちが自分の住む地域に対する愛着や誇りをもって成長していくためには、

子どもたちと地域社会の様々な関わりが重要です。 

 このため、学校と地域との協働活動により、子どもたちの成長や地域の活性化を図
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る信州型コミュニティスクールの充実に取り組んでいます。 

《課題》 

 保護者や地域住民などが学校と連携・協働し、それぞれがもつ特性を活かして子ど

もたちの学びや成長を支援する取組の充実を図る必要があります。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 過疎地域等が有する優れた環境の中で、心豊かな人間性の育成を図る教育を推進し

ます。また、連帯と協調による活力ある地域づくりを推進するため、地域の人々が

協力して守り育ててきた文化や伝統を尊重し、郷土を愛する心の育成を図ります。 

 教員の確保、通学環境の整備を行うとともに、老朽化した施設の改修及び改築や

非構造部材の耐震対策など安全・安心な学校施設整備を推進し、教育の充実を図

ります。 

 障がいのある児童・生徒の教育環境を充実するため、特別支援学校、小・中学校、

高校における児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育の充実や、障が

いのある子どもを地域で支える体制の整備を推進します。 

 学校給食において地場産物を積極的に活用し、生産者や地域の方々との交流を通

して地域の食に係る産業や食文化、自然の恵沢に対する理解を深め、生産者など

への感謝の心を育みながら児童・生徒に対する食育を推進します。 

 保護者や地域住民などが学校と連携・協働し、それぞれがもつ特性を活かして子

どもたちの学びや成長を支援する取組の充実を図ります。 

 住民が主体的に自らの暮らしや地域課題に向き合い、その解決を図る力を涵養す

るため、図書館や公民館を中心とした社会教育施設における生涯学習環境の充実

を図ります。 

 地域住民の健康で活力ある生活を維持していくために、社会教育施設や公民館を

中心とした生涯学習の充実を図るとともに、体育施設の有効活用を図りながら、

ライフステージに応じたスポーツ活動を主体的・継続的に実施できるようスポー

ツ指導者の養成や総合型地域スポーツクラブの育成等スポーツ環境の充実を図

ります。 

《施策の展開》 

ア 学校施設等の整備・利活用 

○ 小規模校の統合整備は、市町村及び地域住民の意向に沿って進めることを基本とし、

国庫補助制度の助言などにより、市町村による校舎等施設の円滑な整備や老朽化し

た施設の改築等の計画的な整備を推進します。 

○ 地域の実情を考慮しながら、市町村への他県の好事例の周知などにより、統廃合等

により生じた余裕教室や校地等の有効活用を推進します。 

○ 障がいのある児童・生徒の教育環境を充実するため、特別支援学校において老朽校

舎の改修やスクールバス等の整備を推進します。 



51 

 

○ 学校調理場及び学校食堂を整備し、学校給食の充実を図ります。 

○ 幅広い学習や積極的な学校開放を推進するため、学校環境の整備を図ります。 

 

イ 必要な教員の配置 

○ 地域の実情を考慮しながら、複式学級における教育環境充実の推進を図るとともに、

必要な教員配置を行い、引き続き免許外教科担任の解消に努めます。 

 

ウ 体育施設、社会教育施設等の利活用・機能向上 

○ スポーツ活動指導者の養成を図るとともに、各種スポーツ大会・スポーツイベント

を通じたスポーツ文化の交流の促進や、地域の体育施設を活用した住民の自主的・

主体的な運営による総合型地域スポーツクラブの育成を推進する等、地域住民のス

ポーツ・レクリエーション活動の充実を図っていきます。 

○ 体育施設の整備については、安全で多様なスポーツ環境を確保するため、施設の集

約化・複合化などを踏まえたストックの適正化など、施設の老朽化や人口構成の変

化等への計画的な対応をしていきます。 

○ 公立図書館未設置の町村に対しては、公民館図書室の運営支援などを行うほか、図

書館新設を検討する町村への助言を行います。また、既存の公立図書館の運営に関

しても情報提供や相談対応、専門職員の人材育成などを通じ、地域住民の主体的な

学びを支える公立図書館の環境整備・充実を図ります。 

○ 知識基盤社会における住民の学びの機会を充実させるため、図書館や公民館などの

社会教育施設においてもＷｉ-Ｆｉの整備や住民が自由に使える各種デバイスの導

入など、デジタル社会に対応した学びの環境整備につながる啓発・取組を進めると

ともに、知のポータル「信州ナレッジスクエア」をはじめとしたデジタル情報資源

の充実・活用を図っていきます。 

 

エ 多様な学習機会の提供 

○ 地域課題を学び課題解決に向けた住民主体の活動を通して地域力を高めるため、身

近な地域コミュニティ活動の拠点である公民館等の関係職員の資質向上を支援し、

地域の実情に応じた身近な社会教育施設の利活用・機能向上を図ります。 

○ 信州やまほいく（信州型自然保育）等、豊かな自然環境を活かした幼児教育・保育

の充実を図ります。 

 

オ 地域と共にある学校づくり 

○ 信州型コミュニティスクールの仕組みを活かし、引き続き学校と地域との協働活動

の充実を図ります。 
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９ 集落の整備                          

（１）現状と課題 

ア 持続可能な集落の整備 

《現状・成果》 

 過疎地域等に存在する集落は、地域住民の居住の場であることはもとより、生産活

動や交流の場として生活全般を支え、伝統文化を維持しつつ、都市では失われつつ

ある豊かな自然や貴重な伝統文化を脈々と引き継いでいる地域です。また、食料・

水資源・エネルギーの供給や下流域における土砂災害の防止等に大きな公益的な

役割を担っています。 

 これまでも、住民が安全安心に暮らし続けられるよう、空き家の利活用や移住・定

住促進の取組、集落機能の統合再編や広域連携（ネットワーク化）など、集落の維

持に向けた取組が行われてきました。 

《課題》 

 急速に進行する少子高齢化や人口減少により、小規模・高齢者割合の高い集落は増

えていく傾向にあり、地域社会の維持の基盤となる集落機能が低下し、集落そのも

のの維持が危惧されるなど、厳しい状況におかれています。 

 今後も、集落の価値を改めて見つめ直し、そこに住み続ける住民が安全安心に暮ら

せる地域として健全に維持されるための取組を推進していく必要があります。 

 

イ 集落を支える人材や組織の連携 

《現状・成果》 

 これまで集落の課題解決に向けて、自治会・町内会の活動に加え、集落の点検・話

し合いを行う集落支援員や担い手となる地域おこし協力隊の配置、課題解決に取

り組む「地域運営組織」の形成などが進められてきました。 

《課題》 

 小規模・高齢者割合の高い集落の増加に伴い、高齢者福祉の向上や買い物環境とい

った生活サービスの確保などが大きな課題となっています。 

 また、空き家対策や子育て教育環境の整備などをはじめ多様化・複雑化している課

題に対応していくためには、行政だけではなく地域住民や様々な主体が連携し、自

主的・主体的に課題解決に取り組む必要があります。 

 今後も集落を支える様々な人材や主体が連携し、力を結集して更なる取組を推進

していくことが必要です。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 集落を安全安心に暮らせる地域として維持していくため、移住・定住の促進、空
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き家や遊休施設の利活用、集落機能の統合再編や広域連携を促進します。 

なお、集落の状況に応じて、これらの取組や集落の統合・新行政区の設定などの

集落整備を行うことが考えられますが、地域住民の意向や移住・定住者の動向等

に配慮しながら取り組むことが必要です。 

 集落の維持・活性化に向けて、住民が集落の問題を自らの課題として捉え活動に

取り組むことをはじめ、行政だけではなく地域住民を含む様々な人材や主体が連

携し、自主的・主体的に集落の元気を生み出す取組を促進します。 

《施策の展開》 

ア 持続可能な集落の整備 

○ 大都市圏での信州暮らしの魅力発信や仕事と暮らしをセットにした呼び込みを実

施するとともに、地域や住民との多様な「つながり」を築く人材を増やすことで、

地域（集落）活力の創出を促進します。 

○ 県内の空き家や住宅支援制度等の情報提供をし、移住検討者とのマッチングを促進

します。 

○ 集落の状況に応じて、住民が暮らし続けられる集落機能を確保していくため、複数

の集落機能の統合再編や広域連携（ネットワーク化）の形成を促進します。 

 

イ 集落を支える人材や組織の連携 

○ 住民が集落の価値を捉え直し、協働して活動に取り組むことを後押しする中間支援

人材の活用を促進します。 

○ 集落の点検や住民と行政の話し合いの促進、地域活性化など集落を支える取組を行

う集落支援員や地域おこし協力隊などサポート人材の活用を促進します。 

○ 集落の将来像を策定し、課題解決に向けた様々な取組を持続的に行う住民主体の地

域運営組織の形成を促進します。 

○ 市町村や集落を支える主体が、集落の課題解決や活性化に向けた取組を行い、自主

的・主体的に集落の存続や元気を生み出していく取組を支援します。 

 

 

10 地域文化の振興等                       

（１）現状と課題 

ア 芸術文化の振興 

《現状・成果》 

 本県では、大鹿歌舞伎などの農村歌舞伎や霜月祭り・諏訪大社御柱祭・道祖神祭な

ど多様な祭事といった地域に根差した民俗芸能や伝統行事が大切に守り伝えられ

ています。 

 また、県民芸術祭をはじめとして、地域の文化芸術団体によって、様々な文化芸術
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活動が行われているとともに、国内外の芸術家が地域に滞在して、地域と交流する

中で創作活動を行うアーティスト・イン・レジデンスの取組が県内でも行われてい

ます。 

 このような文化交流による文化芸術活動は、地域文化の魅力を再認識し、さらに触

発され新たな文化を創造するとともに、観光をはじめ他の分野との連携によって、

地域社会の活性化に繋がっています。 

《課題》 

 文化交流の取組の更なる推進に向けて、地域と芸術家を結びつけるとともに、地域

で文化芸術分野の企画・調整を行うことのできるアートマネジメント人材の育成

が課題となっています。 

 民俗芸能、伝統行事等については、継承が課題となっており、後継者の育成が必要

です。 

 

イ 文化財の保護・継承と活用 

《現状・成果》 

 地域特有の自然や歴史の中で育まれた文化財や伝統文化は、地域住民の貴重な財

産となっています。 

《課題》 

 文化財や伝統文化を保存継承しつつ、歴史と伝統の中に新しい価値を見出し、住民

が誇ることのできる個性ある地域の宝として、保護・継承に取り組みつつ、積極的

に活用していくことが必要となっています。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 「長野県文化芸術振興計画（平成 30年３月策定）」に基づき、文化芸術を取り巻

く環境の変化や、県内の文化の特性を踏まえた上で、基本目標である『文化力で、

心豊かな人生 100年時代を拓く～創造性あふれる信州を目指して～』の実現に向

けて、「文化芸術を楽しみ、創るひとづくり」、「文化芸術に広く親しむ社会づく

り」、「文化芸術の力を活かした地域づくり」を進め、誰もが生涯にわたって文化

芸術に親しむことができる環境づくりを進めます。 

 地域の人々が先人から受け継ぎ協力して守り育んできた文化財を保護・継承する

とともに、文化財を活用した個性的で魅力的な地域づくりを推進します。 

《施策の展開》 

ア 芸術文化の振興 

○ 文化芸術活動や文化芸術団体の活性化を図るため、県民芸術祭や若手芸術家支援事

業による発表や鑑賞の機会の充実、次世代を担う人材の育成を図ります。 

○ 生涯にわたり文化芸術を楽しみ、学ぶ環境づくりを進めるため、児童生徒の文化芸
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術に対する関心を高め、感性を育むため、優れた文化芸術に触れる機会の充実、伝

統文化の継承と創作活動の実施など、学校における文化活動を推進します。 

○ 文化芸術の持続的な発展・継承を図るため、芸術家、学芸員等の専門人材をはじめ

とする文化施設職員、地域におけるアートマネジメント人材など、文化芸術を創造

し支える人材の育成・充実を図ります。 

○ 障がいの有無、経済的な状況や居住する地域にかかわらず、等しく文化芸術を鑑賞

し、これに参加し、又はこれを創造することができる環境整備を図ります。また、

児童養護施設の子どもたちが普段の暮らしの中で気軽にアートに親しむことが出

来るように芸術鑑賞機会の確保を図ります。 

○ 県内の市町村との文化交流を積極的に進め、文化芸術のレベルの向上と新たな文化

創造を促します。 

○ セイジ・オザワ 松本フェスティバルや国際芸術祭の開催、県民文化会館とウィー

ン楽友協会との姉妹提携事業等を通じ、県・市町村、地域、住民など各レベルでの

国際的な文化交流を推進し、県の文化芸術を世界に向けて発信します。 

○ 伝統文化の後継者育成等のため、学校だけでなく、地域の文化芸術団体や文化施設

等と連携した取組を進めます。 

○ 少子高齢化の進展、地域コミュニティの衰退等により、伝統文化の継承の基盤は

年々弱体化していることから、伝統文化の継承・振興のため、市町村や住民団体等

と連携して地域における継承者や指導者育成、情報発信などに取り組みます。 

○ 地域の伝統文化や文化財を、その背景にある風土や歴史を含め総合的にとらえ、社

会全体で地域文化の保存と活用に取り組み、新たな文化の創造に活かします。 

 

イ 文化財の保護・継承と活用 

○ 文化財に関する所在状況、保存状況等の調査を実施し、保存状況の把握、体系的な

分類を行い、文化財保護の推進に努めます。 

○ 国・県が指定した文化財の保存修理、防災設備の設置、環境整備等を支援するとと

もに、情報発信や活用も支援し、文化財の保護・継承と活用を図ります。 

○ 重要伝統的建造物群保存地区等の歴史的な町並みや、重要文化的景観の保存・活用

を図ります。 

○ 文化財パトロール、文化財保護研修会の実施、記録の作成等を通じて、文化財の保

護管理と普及公開を図ります。 

 

 

11 再生可能エネルギーの利用の推進                

（１）現状と課題 

《現状・成果》 

 本県は、冷涼な気候に加え、日射量が多いため太陽光発電の適地であるほか、過疎

地域等が有する急陵な地形や広大な森林により、小水力発電や木質バイオマス等
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の再生可能エネルギーの高いポテンシャルがあります。 

 地域主導型自然エネルギー創出支援事業によって、これまで全県で 44件（令和２

年度末時点）の地域における取組を支援してきました。 

 また、１村１自然エネルギープロジェクトにこれまで全県で 292 件（令和２年度

末時点）の取組の登録があり、エネルギー自立地域に向けた活動が広がっていま

す。 

《課題》 

 地域の資源を有効に活用しながらエネルギーの地域循環に向けて取組を進めてい

く必要があります。 

 各地域間において取組の広がりに差が見られ、過疎地域等を含め今後も普及促進

を図っていく必要があります。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 過疎地域等が有する資源の積極的な活用により、収益を地域に還元する地域主導

型の再生可能エネルギーの普及を推進し、再生可能エネルギーで暮らしが営まれ

る持続可能な脱炭素（ゼロカーボン）地域の実現を目指します。 

《施策の展開》 

○ 「長野県ゼロカーボン基金」の活用により、市町村や地域のＮＰＯ、中小企業等が行

う太陽光発電や小水力発電等の設備導入を支援するとともに、地域金融機関と連携

して初期投資の軽減を図ることにより、円滑な事業化を促進します。 

○ 地域の関係者が連携・協働して行う熱供給・熱利用事業を支援するとともに、地域の

特性に応じた自然エネルギーの普及、支障事例の解消及び地域新電力の設立などに

取り組む活動を支援します。 

 

 

12 その他地域の持続的発展に関し必要な事項 

（１）現状と課題 

ア 地域コミュニティの活性化 

《現状・成果》 

 過疎地域等では、著しい人口減少・高齢化の進行に伴う担い手不足、社会経済情勢

の変化や価値観の多様化などに伴う住民のニーズや地域の課題の多様化・複雑化

に直面しています。 

 このように多様化・複雑化しているニーズや課題に対応していくためには、行政だ

けではなく、地域住民はもとより、自治会・町内会やＮＰＯといった地域コミュニ

ティを支える団体など様々な主体が、それぞれの自主性に基づき、地域社会の担い
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手として重要な役割を果たすことが期待され、活動が活発な地域も見られます。 

《課題》 

 地域コミュニティを支える団体をはじめとする様々な主体が、自らの課題として

地域の課題を発見・解決していく取組や、行政を含めた多様な主体との協働連携に

よる取組の更なる促進を図る必要があります。 

 

イ ＮＰＯ活動等の促進 

《現状・成果》 

 ＮＰＯ等の活動は、価値観や生活の質の変化による住民ニーズの多様化、地域コミ

ュニティ機能の低下、少子高齢社会に伴う社会状況の変化などにより、行政のみで

は対応しきれない地域課題に対し、保健・医療・福祉、環境、まちづくりなど幅広

い分野で貢献しています。 

 過疎地域等においては、地域を支える担い手の減少が続いており、地域の課題解決

や活性化などのためのＮＰＯ等の活動の重要度が増しています。 

《課題》 

 行政は、ＮＰＯ等の自主性に配慮しつつ、地域づくりのパートナーとしての意識を

常に持つとともに、活動しやすい環境の整備を進める必要があります。 

 また、ＮＰＯ等では、会員の高齢化による活動への影響などの課題も生じているこ

とから、活動の在り方を、持続性を意識しつつ常に見直していく必要があります。 

 

  ウ 自治体間連携の推進 

  《現状・成果》 

 市町村数が多い（77市町村、全国２位）本県においては、10の全ての広域行政

圏で広域連合が設置され、全国で唯一、全ての市町村が加入している等、従来か

ら自治体間の連携の基盤が構築されており、効率的・効果的な行政運営の推進が

図られてきました。 

  《課題》 

 人口減少・少子高齢化の更なる進展に伴い、特に組織体制や財政力が脆弱な小規

模自治体が多い過疎地域等において、今後も持続可能な形で行政サービスを提供

するためには、市町村間、県・市町村間の連携を一層推進する必要があります。 

 

（２）取組の方向 

《基本的な方針》 

 地域住民や地域コミュニティを支える団体をはじめとした多様な担い手と行政と

の協働を通じ、学びと自治の力による地域の新たな魅力・価値の創造や、県・市町

村間、市町村間の連携の推進等により、過疎地域等の持続的発展を目指します。 

《施策の展開》 
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ア 地域コミュニティの活性化 

○ 生涯学習（公民館活動）の充実や、住民同士や住民と行政の間で地域の現状や課

題、あるべき姿等についての「話し合い」の促進などを通じて、住民が自主的・

主体的に地域づくりに取り組む意識の醸成を図ります。 

○ 「集落支援員」や「地域おこし協力隊」など、地域社会の担い手の確保・育成に

向けた人材活用制度の推進を支援します。 

○ 集落の将来像を策定し、課題解決に向けた様々な取組を持続的に行う住民主体の

地域運営組織の形成を促進します。 

○ 地域コミュニティ活動に取り組む団体等のネットワークづくりを促進します。 

○ 市町村や地域コミュニティ活動に取り組む団体等が住民と協働して、地域の課題

解決や活性化に向けた取組を行い、自主的・主体的に地域の元気を生み出す取組

を支援します。 

 

イ ＮＰＯ活動等の促進 

○ 地域社会の多様なニーズに応え、より多くの人たちが安心して暮らせる社会を実

現するため、地域の実情を把握し専門的な公益サービスを行っているＮＰＯ等や

企業など多様な主体と行政との協働を推進します。 

○ ＮＰＯ等の活動基盤強化のためのセミナーの開催や活動継続につながる人材育成

支援など、ＮＰＯ等が活動しやすい環境整備を進めていきます。 

 

  ウ 自治体間連携の促進 

○ 市町村とともに、効果的な連携の在り方の検討を進めます。 

○ 自治体間の連携に対する国の支援措置が適用されない地域において、県独自の支

援により連携による取組を促進します。 
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第４ 地域ごとの方針 
 

１ 佐久地域                           

【過疎市町村：４市町村（うち一部過疎市町村：２市町）、特定市町村：１村】 

（１）現状と課題 

《現状・成果》 

 緑あふれる豊かな自然を有する上、上信越自動車道や中部横断自動車道、北陸新幹

線などの高速交通網も整備されているという地域特性があります。 

 それらを活かして全国を代表する観光・リゾート地、高原野菜産地、さらには電子

部品や工作機械等の技術開発型企業の工業集積地として産業基盤の充実が図られ

ているところです。 

 近年では新型コロナウイルスの感染拡大に伴うテレワークの推進もあり、首都圏

からの交通の利便性の良い地域では移住・二地域居住希望者の注目も高くなって

います。 

《課題》 

 緑豊かな環境が故に山間部の割合が多く、産業や雇用、移住に伴う住宅確保等に制

約が出てしまうこともあります。 

 特に過疎地域等においてはその傾向が顕著で、少子高齢化や人口減少が止まらな

い状況が続いています。依然として、移住・定住の促進、雇用の受け皿となる場の

確保が重要な課題となっています。 

 

（２）取組の方向 

○ 空き家の活用や移住者用住宅の建設などの住居づくりを進めるとともに、他に誇れ

る地域づくりに取り組むことで移住・定住を促進し、人口減少の緩和に結び付けま

す。 

○ 地域特性と地域資源を活かした地場産業の振興を通じた就業場所の確保をすると

ともに、快適な生活環境や道路網の整備を進めます。 

○ 夏期の冷涼な気象条件を活かして生産される高原野菜、果樹や花き、畜産物、カラマ

ツ材といった農林産物等のブランド化と販路拡大を図るとともに、それらを有効に

活用した特産品開発等を行うことで、地域に密着した産業の振興を推進します。 

○ 自然環境とアクセスの良さを活かし、広域的な観光ルートづくりや都市との交流を

進めるとともに、千曲川上流域をはじめとする既存の観光資源を再確認し効果的な

活用方法を検討するなど、観光の振興を図ります。 

○ 高齢者が地域に安心して暮らすための医療と介護の連携強化や地域包括ケア体制

の構築に向けた取組のほか、障がい者が安心して生きがいを持ちながら暮らせるた

めの地域づくりを進めます。そのため在宅福祉の充実、市町村の枠を超えた広域的

な事業展開を図ります。 
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２ 上田地域                           

【過疎市町村：１町】 

（１）現状と課題 

《現状・成果》 

 コンパクトな地域の中で工業・商業がバランスよく発展し、少雨多照の気候や標高

差を活かした農業が営まれています。 

 上信越自動車道と北陸新幹線により首都圏、北陸地方と結ばれるとともに、長野・

松本・佐久・諏訪地域など県内各地域とも幹線道路で結ばれる交通の結節点であ

り、名所・旧跡、温泉や高原などの地域資源を有するほか、高等教育機関が集積し

産学官連携による次世代産業創出等の取組が進んでいます。 

 これまでの過疎対策により、生活基盤の整備や交通弱者に対する移動手段の確保、

保健・福祉施設の整備、高齢者や子育て世代の住環境整備が進んでいます。 

 また、農産物直売所の整備による地元農産品の地消地産・販路拡大の取組や、温泉・

体験施設等の整備により滞在型観光の誘客や交流人口の増加が図られています。 

《課題》 

 過疎地域等においては、人口減少に歯止めがかからず、出産・子育て世代への支援

や住環境整備などによる若者等の移住・定住の促進等、人口減少対策に力を入れて

いく必要があります｡ 

 生活基盤施設・設備の老朽化に伴う維持管理や長寿命化が課題となっており、農林

業では野生鳥獣被害や担い手不足による遊休農地等の拡大に対する対策が引き続

き必要です。 

 高度情報化に対応する情報通信基盤整備や、再生可能エネルギーの導入が課題と

なっています。 

 

（２）取組の方向 

○ 美ヶ原高原、長門牧場及び和田宿・長久保宿などの観光資源や豊かな自然環境に恵

まれた住環境という特長を活かし、都市や地域間交流の拡大、多様な人材の移住・

定住を増やすとともに、集落の担い手確保と育成に取り組みます。 

○ 地元農産物を使用した特産品開発や、地消地産による販路拡大、６次産業化の推進

により付加価値の高い農業への転換を進めるとともに、認定農業者や農作業受託組

織等への農地集積により、地域農業の後継者育成と担い手確保に取り組みます。 

○ 計画的な森林整備とともに、県産材の利用促進等による林業の活性化を図ります。 

○ 商工業については、地元商工会と連携して事業者への経営支援や資金面の援助等を

行い、地場産業の振興に取り組みます。併せて、企業誘致や起業・創業支援を行い、

若者等の就業場所の確保と定住促進に取り組みます。 

○ 既存の観光資源に加え、新たな観光資源の掘り起しによる観光誘客等を推進します。

また、隣接地域とも連携し、インバウンドを含めた多様な観光誘客の効果を高める
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滞在型・体験型の観光事業の更なる推進に取り組みます。 

○ 情報通信基盤整備、公共交通の確保、道路及び生活環境の整備に引き続き取り組み

ます。 

○ 人口減少の抑制を目指し、移住・定住者の増加に繋がる施策や子育て世代の支援、

住環境整備等に取り組むほか、高齢者が安心して生きがいを持って暮らせる地域づ

くりに取り組みます。 

○ 地域の自然的特性を活かした再生可能エネルギーの利用と導入に取り組みます。 

 

 

３ 上伊那地域                          

【過疎市町村：２市村（うち一部過疎市町村：１市）】 

（１）現状と課題 

《現状・成果》 

 ２つのアルプスと天竜川、農地、里山などが織りなす雄大で美しい景観を有してい

ます。 

 電子・電機など加工組立型の工業が集積し、地域の特性を活かした農林業など、多

彩な産業が発展しています。 

 地域の未来を支える人材を育成するキャリア教育を産学官で推進し、新産業技術

の開発、利用にも先駆的に取り組んでいます。 

 

《課題》 

 過疎地域等では、農林業や観光が主な産業となっていますが、農林業就業者の高齢

化・担い手不足、野生鳥獣被害などにより、遊休農地の増加、森林整備の遅れが顕

著となっています。 

 観光は、通過型で観光消費額が少ない傾向に加え、新型コロナウイルス感染症の影

響で、観光客数は大きく落ち込んでいます。 

 生活基盤としては、上下水道施設の老朽化対策、生活道路の安全対策や除雪、空き

家対策など環境改善のほか、多発する自然災害への防災・減災対策の必要性が増し

ています。 

 高齢化率が高水準にあり、少子化の加速が懸念されることから、地域で高齢者を支

える体制や、若者が安心して子どもを生み育てられる環境を整備するとともに、交

流人口の拡大等による活性化が必要です。 

 

（２）取組の方向 

○ リニア中央新幹線、三遠南信自動車道、国道 152 号、国道 153 号や国道 361号を

はじめとする交通ネットワーク整備の進展、また、ＤＸや新型コロナウイルス感染

症の影響による地方回帰の潮流を捉え、地域の魅力や優位性を情報発信し、交流の
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拡大による活性化を目指します。 

○ 農業振興については、農家民泊と農作業体験を組み合わせたツアー造成や、有害鳥

獣のジビエ活用など、農業と観光、林業等、他分野との連携を拡大し、生産段階か

ら都市住民の関わりを得ることにより、販路拡大と付加価値向上に加え、持続的な

営農補完体制の構築を目指します。 

○ 地方回帰の流れを捉え、企業誘致やサテライトオフィスの整備を推進するとともに、

南信工科短期大学校等の地元の高等教育機関を活用し、産学官連携によるキャリア

教育と若者の地元就職を促進し、産業の振興と定住人口の増加を図ります。 

○ 南北の交通軸を活かし、南信州地域や木曽地域と連携した広域観光を推進します。

また、２つのアルプスの雄大な自然や美しい景観、歴史文化遺産や産業、食などの

豊かな地域資源を活かした体験型のプログラムを増やし、通年・滞在型観光を促進

します。 

○ 消防団員の確保をはじめとする防災・減災対策や、伝統文化の保存・継承等を通し

て、地域の自主的、主体的な取組を促進し、コミュニティ機能の維持を図ります。 

○ 少子高齢化が進む中、医療提供体制を確保するとともに、地域包括ケアシステムの

構築、若者の働く場の創出、子育て・教育環境の整備、障がい者福祉サービスの充

実等、住民が安心して暮らし続けられる地域づくりを進めます。 

○ 社会基盤の整備のため、山間部を中心とした道路改良や情報通信環境の整備、交通・

移動手段の確保、公共施設の長寿命化、空き家の管理・活用等に取り組みます。 

○ 豊富な自然資源を活用し、森林整備を進めるとともに、小水力発電や木質バイオマ

ス等の再生可能エネルギーの生産を拡大し、脱炭素（ゼロカーボン）社会の推進と

雇用促進を図ります。 

○ 上記の課題解決に、新産業技術やＩＣＴを積極的に活用して取り組みます。 

 

 

４ 南信州地域                          

【過疎市町村：９市町村（うち一部過疎市町村：２市村）】 

（１）現状と課題 

《現状・成果》 

 天竜川と雄大な山々が清らかな水と澄んだ空気を育み、日本有数の段丘地形が自

然景観に独特の魅力を添えています。 

 一方、山間地域で平坦地が少ない等、地形的な制約が大きく、また小規模で行財

政基盤が脆弱な町村が多く存在しています。 

 特色ある伝統文化が育まれ、人形芝居や農村歌舞伎等の民俗芸能が数多く点在

し、「民俗芸能の宝庫」と呼ばれています。 

 これまでの過疎対策により、社会、生活基盤の整備が一定程度進み、住民の生活

環境の向上に繋がっています。 

《課題》 
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 就労場所の不足や子どもの教育環境など実生活での不便さが依然として残り、人

口の流出が続いています。また、少子高齢化と人口減少が相まって地域社会の担

い手が不足し、地域によっては集落の維持が困難となっています。 

 生活基盤である市町村道はもとより、都市部へのアクセスや観光の動脈であり緊

急時の輸送路となる国県道においても、車のすれ違いが困難な区間や落石の危険

のある箇所が残されているなど、引き続き整備が必要です。 

 一方、リニア中央新幹線や三遠南信自動車道などの高速交通網の整備が進むこと

で、ヒト・モノの交流が飛躍的に増大することが予想され、地域が発展する大き

な要因になると期待されています。その効果を最大限活用するため、地域を挙げ

た特色ある取組が求められています。 

 

（２）取組の方向 

○ 豊かな自然や景観、多様な農畜産物、特色ある伝統文化、いきいきと暮らす人々

の存在など、南信州地域の「財産」を活かした地域づくりを行うとともに、積極

的な情報発信や、体験型観光商品の更なる開発などにより、移住者や交流人口の

増加を図ります。 

○ 高速交通網の整備の進展を見据え、関係団体と連携し、ヒト・モノの交流・対流

の促進、地域資源を活用した新商品開発や農商工連携の促進などにより、商工業

の活性化を図ります。 

○ 農業については、後継者、県内外からの新規参入者など多様な担い手の確保・育

成に努めます。また、生産だけにとどまらず開発、加工、販売までを行う６次産

業化の取組を促進し、新たな「南信州ブランド」の開発を進めます。併せて、グ

リーン・ツーリズムなどによる都市住民との交流活動や、伝統野菜を含め、地元

農林畜産物の更なる認知度の向上と安定生産を促進します。 

○ 林業・木材産業については、森林の持つ公益的機能の維持に不可欠な産業である

ことに鑑み、間伐等森林整備により豊かな森林の維持育成を図るとともに、住宅

等への地域材の利用拡大や温泉施設等でのボイラー燃料に木質ペレットやチップ

等の木質資源の利用を図ることで、地域循環型産業としての発展を目指します。 

○ 鳥獣被害対策等で捕獲したシカ等の肉（ジビエ）のブランド化と加工流通体制の

整備や、竹林を地域資源として活用する取組を推進します。 

○ 市町村や関係団体と連携し、農林業や伝統工芸等の体験型観光や地域資源を有機

的につないだ周遊・滞在型観光プランづくりに取り組み、観光地としての魅力ア

ップを図るとともに、積極的な情報発信を行います。 

○ 日常生活や産業、教育など様々な活動の基礎となる情報通信基盤の整備や情報通

信技術の利活用を促進します。 

○ 住民の安全安心の確保、交流人口拡大のために、生活道路、基幹道路の整備を進

めるとともに、リニア中央新幹線の開業を見据え、引き続き三遠南信自動車道や

関連するアクセス道路の整備を促進し、県南の玄関口として近隣各県や大都市圏

との交流・連携強化を図ります。また、地域公共交通の維持・確保のための取組
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を推進します。 

○ 急傾斜地が多く、土砂災害等が発生しやすい複雑な地形であるため、豪雨災害や

大規模地震などにも対応できるようハード・ソフトの両面から地域防災力の向上

に取り組みます。 

○ 子育て・教育環境の向上に取り組むとともに、ＩＣＴを活用した情報共有ツール

の利用拡大等により、地域の医療・介護や福祉の充実を図ります。 

○ 地域おこし協力隊などの様々な人材の活用等により、集落の維持・活性化を促進

します。 

○ 太陽光や小水力発電、木質バイオマス等の再生可能エネルギーの資源に恵まれた

地域特性を活かし、その利用促進を図り、持続可能な脱炭素社会づくりを推進し

ます。 

 

 

５ 木曽地域                           

【過疎市町村 ６町村】 

（１）現状と課題 

《現状・成果》 

 木曽川、御嶽山等の豊かな自然、日本遺産に認定されている「木曽路」としての歴

史、特色ある食や文化等の地域資源を背景に、「木曽らしさ」に根付いた豊かな暮

らしが営まれています。 

 一方、人口減少、高齢化が顕著な地域であり、管内６町村全てが過疎地域に指定さ

れています。 

 旧過疎対策特別措置法による各種支援を活用しながら、住民の生活基盤の確保に

一定の成果を挙げてきました。 

《課題》 

 人口減少、高齢化率、独居老人世帯の割合が高いことから、医療・福祉等の維持確

保策及び移動手段の確保が求められています。 

 地域活性化のために、交流人口の拡大、若者の定住、ＵＩＪターンの促進が求めら

れています。 

 産業面では、地域の製造品出荷額に占める割合が大きい機械金属・電子関連産業に

おいて、技術の高度化に伴う人材確保が課題となっています。農業については、農

家の高齢化、後継者不足による担い手の減少、出荷額の減少及び遊休荒廃地の増加

が続いています。林業については、森林経営への関心の薄れから、所有者不明森林

等の管理が適切に行われていない森林の増加が懸念されています。 

 国道 19 号が基幹道路として地域の生活を支えていますが、交通事故等による通行

止への対処、災害時の物資輸送力強化等のため、木曽川右岸道路、国道 361号、国

道 256 号等の整備も求められています。また、生活基盤である町村道はもとより、
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地域間を結ぶ国県道においても、すれ違いが困難な区間や落石危険箇所があるな

ど住民の生活に支障をきたしているとともに、橋梁等既存インフラの長寿命化対

策も課題となっています。また、水道、下水道等の社会基盤についても引き続き整

備が必要です。 

 リニア中央新幹線開業に向け、地域資源の活用等による新たなヒト・モノの流れの

創出が必要です。 

 

（２）取組の方向 

○ 「日本遺産」にも認定されている歴史や特色ある食、伝統文化、緑あふれる森林な

どの豊かな地域資源を維持・継承し、「木曽らしさ」を活かした地域づくりを推進

します。 

○ 木曽川を通じた中京地域との交流など、上下流が一体となった森林整備等の広域交

流事業の積極的・継続的な展開による他地域との交流の活性化を図るため、交流人

口を拡大し、木曽地域の魅力を県内外へ情報発信します。 

○ 豊かな自然、伝統技術、中京圏に近接する地理的条件などの地域が持つ高い可能性

を活かし、農林商工連携による総合的な産業振興を推進するとともに、担い手の確

保・育成を促進します。 

○ 農業については、「御嶽はくさい」、「木曽牛」、「すんき」、「そば」、「雑穀」等の特産

品の高付加価値化やブランド化を図ります。また、地域住民が協力して都市住民と

交流ができる体制を整備し、観光と連携した農業の推進を図ります。 

○ 林業・木材産業は、小規模製材工場の連携体制を構築し、生産体制の強化を図ると

ともに、新商品の開発等による森林資源の高付加価値化を図ります。また、木工品

等の地場産業は、中京圏に向けたイベントや体験型交流等を通じたＰＲを行うなど、

観光と連携した林業・木材産業の振興を図ります。 

○ 機械金属・電子関連産業については、優れた技術を持つ企業を中心に技術の高度化

を促進します。 

○ 観光については、新たな観光資源の発掘をはじめ多様なニーズに対応できる観光プ

ログラムの開発等を行うことにより、自然・歴史・農林産物・伝統食等の地域資源

を活用した質の高い観光地域づくりによる産業振興を図ります。また、登山道整備

等により登山者の安全を確保しながら、山岳観光の振興を図ります。 

○ 地域内の交通ネットワークの整備、高速大容量通信網の活用、災害に強い地域づく

りや中核病院を基盤とした医療・福祉等の確保・増進により、充実した暮らしの実

現に努めます。 

 

 

６ 松本地域                           

【過疎市町村：３村、特定市町村：２市】 
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（１）現状と課題 

《現状・成果》 

 豊かな自然環境や地域資源に恵まれ、製造業、観光関連産業、農林業など、多彩な

産業や高等教育機関が集積するとともに、コンベンション等を通じた国際交流が

進むなど、県の中核的な地域として発展してきました。 

 長野自動車道や中部縦貫自動車道、信州まつもと空港など、高速交通網の活用によ

る経済の活性化や他地域との活発な交流が期待される地域です。 

 これまでの過疎対策により、交通網、下水処理施設、コミュニティ施設等の社会基

盤の整備が行われるなど、一定の成果が見られます。 

《課題》 

 過疎地域等においては、少子高齢化の進展や若年層の都市部への流出等により、人

口の減少が顕著となっています。 

 農林業においては、就業人口の減少や高齢化の進行、集落機能の低下、野生鳥獣に

よる農作物被害の深刻化により、遊休農地の増加が顕在化しているほか、手入れが

十分でない森林が多く見られます。また、長野自動車道沿線等では松くい虫による

松枯れ被害が多く発生しており、ライフライン沿いでの倒木の危険及び景観への

悪影響などからも対策が求められています。 

 観光面においては、観光旅行者のうち県外からの観光旅行者の割合は高いものの

宿泊旅行者の割合が低いことから、滞在時間を増やす魅力ある観光地づくりが求

められています。 

 

（２）取組の方向 

○ 地域内の中核都市との交流・連携を図りながら、地域の豊かな自然環境、文化的資

源、歴史的遺産などと調和した快適な生活環境づくりを推進するとともに、交通網

や情報通信基盤を整備し、地域の自立を図っていきます。 

○ 農林業の基盤整備を引き続き推進するとともに、地域の農林業を支える担い手の確

保・育成、優良農地の維持・保全及び森林の適正な管理・保全を推進します。併せ

てＡＩ・ＩＣＴ等先端技術を活用したスマート農林業の実現により、労働力の大幅

な軽減及び低コスト化に取り組みます。 

○ 松くい虫被害材等を周辺の木質バイオマス発電施設等へ活用するなど、松くい虫被

害防除対策や脱炭素（ゼロカーボン）社会構築の取組につなげます。 

○ 中山間地域の自然、地形、伝統文化等の地域資源を活かした、より付加価値の高い

地域特産物の開発・加工・販売を支援するとともに、集落営農組織などの地域社会

や農村環境の守り手の育成や野生鳥獣による農作物被害の防止を進めます。 

○ 森林資源や地域インフラである用水路・ため池等の維持及び多面的利用、クライン

ガルテン等の滞在型市民農園を活用した都市農村交流事業の推進など、農林業と観

光の融合を図り、都市農村交流人口の増加による地域の活性化を図ります。 

○ 観光面では、上高地などの山岳観光地、安曇野わさび田湧水群などの自然豊かな田

園風景、松本城や中山道奈良井宿などの歴史遺産といった観光資源を活用した広域
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観光ルートの整備と観光情報を内外に発信することで、交流人口の増大を図ります。 

○ 若い世代の定住促進や子育て環境の整備、高齢者や障がい者が住み慣れた地域で安

心して暮らせる社会の実現に努めるとともに、多様な人材が地域に移り住むための

取組や地域医療体制の整備強化に取り組みます。 

○ 恵まれた地域資源を活かした再生可能エネルギーの利用促進による循環型の豊か

な環境型社会づくりに努めます。 

 

 

７ 北アルプス地域                        

【過疎市町村：２市村】 

（１）現状と課題 

《現状・成果》 

 北アルプスの山並みや仁科三湖などの美しい自然環境に恵まれ、多くの文化財や

古来の伝統文化が受け継がれている地域です。 

 これまでの過疎対策により、道路、水道施設、集落再編住宅等の生活基盤の整備が

行われるなど、一定の成果が見られます。 

《課題》 

 県平均を上回る速度で少子高齢化が進んでいます。 

 産業面では、近年、外国人観光客の増加の動きが見られましたが、新型コロナウイ

ルス感染症の影響によるスキー場利用者の減少等により、観光産業をはじめとす

る管内の産業が大きな影響を受けています。 

 農林業従事者の高齢化や担い手不足が顕著であり、野生鳥獣被害対策や生産基盤

の強化、生産物の高付加価値化に向けた取組などが必要です。 

 引き続き、地域の特性や資源を活かした産業振興を図るとともに、松本糸魚川連絡

道路をはじめとする地域の産業や生活を支える社会基盤の整備や、それらを活用

した定住人口、関係人口の増加により、地域全体の活性化を図ることが必要です。 

 

（２）取組の方向 

○ 地域の特色、オリンピック、パラリンピックの開催地としての知名度を活かして、

地域内外の交流を一層進めます。 

○ 地域を挙げて取り組んでいる「北アルプス山麓ブランド」を核とした競争力の高い

農畜産物、加工品の開発・生産を推進するとともに、観光産業と連携した取組の強

化を通じて農業の振興を進めます。 

○ 地域面積の８割以上を占める森林の資源有効活用に向け、樹種ごとの利用特性に応

じた木材供給側と需要側のマッチングを進めるとともに、木質バイオマスの利用を

促進するなど、特色ある林業の確立を図ります。 

○ 広域型ＤＭＯ（ＨＡＫＵＢＡＶＡＬＬＥＹ ＴＯＵＲＩＳＭ）の取組を支援し、安
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全・安心な観光地づくりやインバウンドの受入環境の整備を通じた世界に選ばれる

観光地域づくりを推進するとともに、観光誘客に資する人材育成や積極的な情報発

信により、観光産業の活性化を図ります。 

○ 医療・福祉の充実、定住環境や防災体制の整備、さらには再生可能エネルギーの利

用を進めるとともに、高齢者の社会参加や住民の主体的な地域づくり活動を支援す

ることにより、誰もが安心・安全にいきいきと暮らし活動できる地域づくりを推進

します。 

○ 松本糸魚川連絡道路をはじめとした道路網の整備により交通の利便性を向上させ、

企業誘致、観光地への誘客による経済の活性化や、住民の医療・生活環境の改善に

つなげるとともに、地域の優れた農畜産物や加工品と観光産業を結びつけた地域産

業の振興などを通じて地域の持続的発展を目指します。 

 

 

８ 長野地域                           

【過疎市町村：３町村（うち一部過疎市町村：１町）、特定市町村：１市】 

（１）現状と課題 

《現状・成果》 

 本県の人口の約４分の１を占め、中核市である長野市を中心に主要な官公庁や民

間事業所、高度医療機関、教育文化施設などの高次都市機能が集積するほか、多

様な産業や観光資源も存在し、本県の政治、経済、教育、文化芸術などの面で中

心的な役割を果たしています。 

 一方で、長野市の西部及び一部町村の過疎地域等においては、人口減少・少子高

齢化が続いており、それに伴う消費需要や公共交通利用者の減、空き家や耕作放

棄地の増、人手不足による集落機能の低下などによって地域の活力が損なわれる

状況にあります。 

 これまでの過疎対策により市町村道の整備や施設の老朽化対策等の一定の成果が

見られます。 

《課題》 

 過疎地域等においては集落が点在している上に舗装等の損傷が激しく、効率的・効

果的な道路網の整備が求められています。また、住民の交通手段として公共交通機

関の維持・確保に向けた取組が必要となっています。 

 さらに、人口減少に歯止めをかけるため、移住・定住やＵＩＪターンの促進が必要

となっています。 

（２）取組の方向 

○ 多様な産業や歴史的遺産、伝統文化、豊かな自然などの地域の特徴を生かし、都市

部との共存を図りながら地域活性化に向けた取組を推進します。 

○ 移住希望者の相談窓口の充実や、移住者との交流機会の確保、情報発信体制の整備
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を図るとともに、空き家等の物件を有効活用できる仕組みづくりにより、定住促進

に向けた取組を進めます。 

○ 地域の主要産業である農林業の担い手の確保・育成、個性ある農産物のブランド化

や地域産品の販路開拓を広域的に推進します。 

○ 地域での居住と都市部での仕事の両立を可能にするテレワークを促進します。 

○ 地域を担う農林業の多様な担い手の確保・育成と技術・経営力の向上に取り組みます。 

○ 広域観光ルートの作成やサイクルツーリズムの環境整備、観光地間を結ぶ道路整備

など広域的な地域のコンセプトに沿った観光地の魅力を高める戦略的な事業を実

施します。 

○ アクティビティ等の「体験」と地域の人々との心温まる「交流」を軸とした長野地

域ならではの観光を推進することで、観光満足度を図り、再び訪れたいと思われる

地域づくりを進めます。 

○ 生活基盤の整備とともに、地域の生活や農林業生産を支える農道・林道並びに基幹

的な市町村道の整備を推進します。 

○ 公共交通の維持に向けた検討を進め、緊急輸送路の信頼性向上や交通渋滞の解消な

ど、地域の生活と経済を支える安全・快適な「まち・みち・かわづくり」を進める

とともに、人口減少社会を見据えて公共施設マネジメントを推進します。 

 

 

９ 北信地域                           

【過疎市町村：６市町村（うち一部過疎市町村：１市）】 

（１）現状と課題 

《現状・成果》 

 県の最北端に位置し、上信越国立公園や温泉など豊かな自然環境に恵まれ、そう

した地域資源を活かした観光と農業を主要な産業とする地域であり、また、全国

有数の豪雪地帯です。 

 これまでの過疎対策により、雪や災害に強い地域づくりを進めるとともに、恵ま

れた自然環境を活かして、スキー場や温泉、北陸新幹線を利用したインバウンド

への対応など、この地域の特色を活かした様々な事業を展開し、社会基盤の整備、

地域経済の活性化、雇用の場の確保、移住・交流人口の増加など一定の成果が見ら

れます。 

《課題》 

 県内でも特に人口減少・少子高齢化の進展が顕著であり、集落機能の維持が大き

な課題となっています。 

 主要な産業である観光では、新型コロナウイルス感染症によるインバウンドをは

じめとした観光需要の減少への対策として、新たな観光資源の掘り起こしが課題

となっています。 
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 農林業では、担い手農家の高齢化と新たな担い手の確保・育成、野生鳥獣被害の深

刻化などが課題となっています。 

 

（２）取組の方向 

○ 豪雪地帯ならではの働き方・暮らし方や起業に向けた情報の発信により、若者定着

のための就労の場の拡大や移住・交流等の推進を図ります。 

○ 恵まれた地域資源等を最大限活用して、アフターコロナに対応した付加価値が高い

安定的な産業の振興を図ります。 

○ 農業では、意欲が高く、安定した農業経営が展開できる担い手の確保・育成を図る

とともに、多様なニーズに対応した強みのある農畜産物の生産・販売と、人と環境

に優しい持続可能型の農業を推進し、特色あるブランド産地を確立します。 

○ 安定的な就労の場を確保するため、企業の新製品・新技術の開発や企業誘致を推進

するとともに、農林業、商工業、観光など産業間の連携による取組を強化し、地場

産業も含めた地域産業の振興を図ります。 

○ 上信越国立公園を始めとした自然景観や雪国独自の生活文化をはじめ、温泉、スキ

ー、農業との連携による食などの観光資源の魅力を地域が一体となって磨き上げ、

顧客満足度の高い圏域・県域を越えた「信越自然郷」等の稼げる通年型広域観光を

目指します。 

○ 全国有数の豪雪地帯にあって、雪や災害に強い地域づくりをはじめ、子育て世代が

安心して働ける環境づくり、若者が定着するための就労の場の拡大、雇用や住居と

いった移住者の受け皿の確保に取り組みます。 

○ 急速に進歩する情報通信技術の活用、道路網の整備や生活交通の確保、高齢者が住

み慣れた地域で暮らし続けられる医療・介護サービスの充実など安心して地域で暮

らせる環境づくりをハード・ソフトの両面から進めます。 

○ 地域資源を活かした適正な木質バイオマス発電に関する取組や雪の利活用研究の

推進などにより、市町村、地域住民・事業者等との連携による再生可能エネルギー

の利用推進を図ります。 


